




第22回熊本県理学療法士学会によせて
公益社団法人 熊本県理学療法士協会

会長　坂崎 浩一

　第 22 回熊本県理学療法士学会が、熊本保健科学大学を会場に開催されるにあたり、
一言ご挨拶申し上げます。
　熊本県における理学療法士の組織的な活動は、1971 年に遡り、先輩理学療法士 5
名の方々が集い熊本県理学療法士会を結成したことに始まります。1981 年には県内
に養成校が 2校開校、当会としても多くの新人理学療法士を迎え入れるようになり、
会員数も右肩上がりに増えて参りました。組織内での教育学術活動はもとより、自治
体や関連他団体と協力連携した対外的活動も増えるなど、平成の時代を迎えるにあた
り、本会に対する社会的ニードも高まりをみせて参りました。
　そのような中、平成 6年に公益法人の認可を受け、社団法人熊本県理学療法士協会
として新たなるスタートを切りました。同年 5月 22 日、法人としての初めての総会
に引き続き開催されたのが、第 1回熊本県理学療法士学会となります。その際のテー
マは『痛み』、一般演題 6題に加えパネルディスカッションという構成でした。その
後、九州理学療法士作業療法士合同学会の熊本開催年を除いては毎年開催して参りま
した。会員数の増加、そして保健 ･医療 ･福祉の変遷とともに成長し続けた本学会で
すが、平成最後の県学会として 22 回目を迎えますこと感慨に堪えません。また、開
催に向けてご尽力頂いた勝木学会長、毛利準備委員長をはじめ熊本市東ブロックの会
員の皆様、並び関係者の皆様には心より御礼申し上げる次第です。
　時代はまさに地域包括ケアシステムの深化 ･推進に向けて動いています。自立支援
と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性
を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に様々な取り組みが進められてい
ます。言うまでも無く、我々理学療法士もその専門性を発揮し、社会に貢献すべく更
なる取り組みを図らねばなりません。また、疾病構造や社会構造の変化は、今後新た
なる展開を迎えるでしょう。これからの「変化」に応えられるひとりひとりでなくて
はなりません。そのためには何より人材育成が大切です。教育が学術を支え、学術が
職能を支えるという構図こそが、理学療法の輝かしい未来を構築すると思っています。
理学療法士として自らが学び得たことを、患者様のために、後進の育成のために、そ
して広く医療 ･保健 ･福祉の発展のために発信するその場所こそが熊本県理学療法士
学会だと思っています。
　2013 年に公益社団法人となった本会ですが、定款に記す「目的」をご存じでしょ
うか。そこには、「この法人は、理学療法士の職業倫理の高揚を図るとともに、理学
療法の学術及び技能の向上を推進し、もって県民の医療・保健・福祉の向上に寄与す
ることを目的とする。」と記載されています。熊本県理学療法士学会が本会の公益事
業の中心として、その目的に向かって更に突き進まんことを願って止みません。未来
に向かって「GO」。
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第22回熊本県理学療法士学会開催にあたって
第 22 回 熊本県理学療法士学会

学会長　勝木　進

　厚生労働省は、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の
最期まで住み続けることができるよう、「地域包括ケアシステム」の構築を推進して
います。この事業において我々理学療法士の役割として、「介護予防」と「地域ケア
会議」への参画があります。「介護予防」では、介護予防教室での運動指導など既に
協会事業としても取り組みが始まっています。一方、多職種が連携する「地域ケア
会議」では、自立支援型の介護予防マネージメントに理学療法士の活躍が求められ
ています。また、この度の診療報酬改定でも、「地域包括ケアシステムの構築と医療
機能の分化・強化、連携の推進」など、事業を具体化する内容となっています。こ
のような情勢の中で、前々回のテーマ「参画」では様々な事業に理学療法士として
参画していく必要性を、前回のテーマ「変容」では多職種との関りや新制度に向け
て自己の変容の必要性を提起されました。今回、それらの流れを受け「今こそ実践
のとき」と自ら行動を促す意味で学会テーマを「GO」としました。
　今回の講座やセミナーについて、まず、市民公開講座は熊本大学政策創造研究セ
ンター教授の都竹茂樹先生にご登壇いただき、『「4秒筋トレ」の理論と実践』につい
てご講演いただく予定です。先生は、災害復興支援事業として避難所での高齢被災
者の廃用予防にも取り組まれており、そこでの知見や集団療法の技を学びたいと思
います。次に、特別セミナーⅠでは、Business Communications Office 代表の松本
文美子先生を講師にお招きし「医療職種のためのビジネスマナー講習」のテーマで
講義していただきます。今後、医療職種だけの事業ではなく行政や一般企業と連携・
タイアップした事業が進んでいく中、限られた環境の中でのコミュニケーションが
多い私たちの職種にとって必要不可欠な内容だと考えています。特別セミナーⅡで
は、一般社団法人動きのコツ協会代表理事の生野達也先生を講師にお招きし「在宅
生活における動きのコツの教え方」をテーマに講義していただきます。先生は、脳
卒中後遺症の回復を諦めず楽に動く喜びを広める活動をされている方です。何れも、
これから私たちが介護予防事業や多職種と連携・協同する場面で、即実践に活かせ
る術を会得できる内容であると楽しみにしております。
　演題発表については、例年行われている口述発表に加え、ポスター発表も設けま
したので、それぞれの優位点を活かした発表となることを期待しています。
　また、今回より運営について新しい試みを致しました。まず、開催時期を例年よ
り 2 ヵ月早くしています。理由としては今年度から日本理学療法学術大会・全国学
術研修大会の開催時期の変更に対応するためです。次に、従来の学会抄録集の全員
配布を改め、県理学療法士協会ＨＰにリンクされた学会サイトよりダウンロードと
印刷ができるようにしました。これは学会運営費の大半を占め、なおかつ年々増え
続けている製本印刷代や郵送代を削減する事で、皆様からご協力いただいている協
会費をより有効に活用にするための一助となると考えたからです。また、協会員の
共有財産として持つべきは物ではなく情報であると考え、より昨今の情報化社会へ
の適応を目的ともしています。私達の学会運営も情勢の変化に参画・変容し、実践
していきたと思います
　最後に、この学会が参加された皆さんにとって、実践に一歩踏み出すきっかけと
なれば幸いです。それでは皆さん、会場でお会いしましょう。
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GO
～今こそ実践のとき～

第22回 熊本県理学療法士学会
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会場のご案内
（会場）　学校法人　銀杏学園　熊本保健科学大学　3号館
　　　　〒861-5598　熊本市北区和泉町325　TEL：096-275-2111（代表）

（交通アクセス）
　◆JR  ： 鹿児島本線「西里駅」から徒歩3分
　◆バス： 熊本交通センター4番のりば「上熊本・西里」経由バスに乗車
　　　　　「熊本保健科学大学」下車。バス停より徒歩4分
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会場内のご案内
学会会場 案内図（3号館）

全体図
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ご参加の皆様へ
1. 参加費について
学　生：無料
会　員：1,000 円
非会員：2,000 円
＊会員とは、熊本県理学療法士協会の一員であり、熊本県士会会員に限ります。
＊ 会員であり、かつ学生（学生部、大学院生、休会）の方は、会員参加費をお支払
いください。

＊おつりがでないようご準備ください。

2. 参加受付について
⑴ 受付は午前 8時 40 分より開始し、3号館・50 周年記念会館前（メイン会場）で
行います。

⑵ 受付周辺は混雑が予想されます。本誌綴じ込みの参加申込書をあらかじめご記
入の上、「会員受付」にて所定の手続きをお済ませください。円滑な受付業務へ
のご協力をお願いします。

⑶ 受付手続きが終わりましたら、参加証明書兼領収書に施設名・氏名をご記入く
ださい。参加証明書兼領収書がネームカードとなりますので、ネームホルダー
に入れて着用してください。

⑷ ネームホルダーは、受付にて準備しております。学会終了後受付にて返却をお
願いします。

3. 当日の昼食について
⑴ 昼食場所は、大学レストランをご利用ください。今回の学会ではお弁当の注文
は致しませんので、昼食は各自ご用意いただきますようお願い申し上げます。
レストランの開放時間につきましては 11：00 ～ 14：00 となっております。

⑵ 学内にあるレストランは当日営業しておりませんのでご注意ください。

4. 新人教育プログラム単位認定および専門・認定理学療法士の履修
ポイント認定について
⑴ 当日は、日本理学療法士協会が発行している会員カードを持参してください。
⑵ カードがない方は当日の受付で、直接 PCに氏名（フルネーム）を入力します
ので手続きに時間を要します。

⑶ カードリーディングの際は、学会参加費領収証が必要となりますので、ご準備
ください。また、他県から参加される場合は、必ず会員番号を明記していただ
くようお願いいたします。

⑷ 下記の表の内容で新人教育プログラムの単位認定（症例発表のみ）と専門・認
定理学療法士資格のための履修ポイントが取得できます。

⑸ 受付時間に制限がありますので時間厳守にてお願いいたします。
⑹ 詳細に関するお問い合わせは、下記の庶務部生涯学習係 當利 までお願いいたし
ます。
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＜お問い合わせ＞
公益社団法人　熊本県理学療法士協会　庶務部生涯学習係
介護老人保健施設　清雅苑　當利 賢一
メールアドレス：kpta.lld@gmail.com  TEL：096-345-8112
※緊急の場合以外はメールにてお願いいたします。

５. 会場内での留意事項
⑴ 会場内でのお尋ね、その他ご不明な点は、会場責任者にお申し出ください。
 但し、会場内でのお呼び出しは、緊急の場合に限らせていただきます。
⑵ 会場内では必ず携帯電話の電源を切るか、マナーモードでご使用ください。
 プログラム中の通話は禁止させていただきます。
⑶ 館内での飲食は所定の場所でお願いします。敷地内に喫煙場所はございません。
⑷ 館内でのカメラ・ビデオ撮影（カメラ・ビデオ付き携帯電話を含む）、録音等は
講演者や発表者の著作権保護や対象者のプライバシー保護のため禁止させてい
ただきます。

６. 質疑応答
発表後の質疑応答時間は設けておりません。質問は各セッションの中でお願いいた
します。

7. 駐車場について
⑴ 会場駐車場を使用します。当日は係員が表示誘導しますので、ご協力お願いし
ます。近隣道路などへの違法駐車は固くお断りします。

⑵ 駐車場での事故・事件について当学会は一切責任を負いません。

8. 機器展示について
⑴ 賛助会員より 3号館講義室（3108）にて機器展示を行います。

＜お問い合わせ＞
医療法人財団聖十字会　西日本病院
総合リハビリテーション部
理学療法士　高野直哉
メールアドレス：kumamotopt22@gmail.com

大項目 項目 生涯学習項目 単位・ポイント 受付時間
学会参加 都道府県士会 専門・認定理学療法士履修 10

閉会式後
学会発表

一般発表・指定演題
の筆頭演者

新プロ「C-6 症例発表」 3
専門・認定理学療法士履修 5

座長 専門・認定理学療法士履修 5
演題査読 都道府県士会学会 専門・認定理学療法士履修 2 個人申請
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演題発表要綱
≪口述発表≫
１. 口述発表の座長へのお願い
⑴ 座長は担当セッション開始 1時間前までに「座長受付」で座長登録を済ませ、
担当セッションの開始時刻 10 分前までに担当会場の座長席におつきください。

⑵ 担当セッションの進行については、すべて座長に一任します。円滑かつ有意義
な進行をご配慮願います。

⑶ 演題の発表時間は 7分以内、質疑応答は 3分以内の時間を設定しております。
発表時間終了 1分前、終了時に合図でお知らせします。終了時間は学会の運営
上重要になりますので、特に厳しくお守りください。

⑷ 発表内容が抄録と大幅に異なる場合は、厳重な注意を行ってください。
⑸ セッション開始時、質問者に対して所属と氏名を事前に述べるよう促してくだ
さい。

⑹ セッション終了後必要がある場合は、各発表会場にて、各自質疑応答を行って
ください。よろしければ、発表やスライド作成、研究方法、統計処理についても、
演者にアドバイスをお願い致します。

⑺ 演題評価については、別紙の評価用紙をご利用ください（当該セッションの中で、
学会長賞・新人賞にふさわしい演題が有る場合はご推薦ください）。

⑻ 不測の事態にて座長の職務が遂行不可能と判断された場合には、速やかに学会
本部（下記番号）までご連絡ください。

 TEL： 080-4280-6463　※当日のみの連絡先になります。

2. 口述発表の演者へのお願い
⑴ 演者は 8時 40 分から 9時（時間厳守）までに「演者受付」で演者登録を済ませ、
10 時 30 分までに学会受付エリアのスライド確認ブースにて確認を行ってくだ
さい。なお混雑が予想されますので、早めに受付をお済ませください。演者や
所属に変更がある場合は、演者受付時にお申し出ください。

⑵ 当日は事前にお送りいただいたMicrosoft Power Point（Windows 版 2007 －
2016）で作成されたスライドデータをUSB メモリに保存してご持参ください。
なおウイルスチェックは必ず行ってください。

⑶ 基本的に受付時に修正や変更作業を行うことは一切できません。
⑷ 発表方法はプレゼンテーションで、発表データは事前受付したものを学会主催
者側で用意した PCに保存し使用します。発表データは学会終了後、準備委員
会が責任をもって消去いたします。

⑸ 発表内容は抄録と相違ないようにしてください。大幅に異なる場合にはその場
で座長からの厳重な注意があります。

⑹ 当該セッション開始 10 分前までに「次演者席」にお着きください。
⑺ 座長用原稿は不要です。
⑻ 演題発表時間は 7分以内、質疑応答は 3分以内の時間を設定しております。
⑼ スライドの枚数には制限はありませんが、制限時間内に終了するようにしてく
ださい。なお、動画・音声は使用できません。

⑽ 演台上に設置してあるマウス・テンキーをご自身で操作してください。
⑾ 発表終了時間 1分前、終了時に合図でお知らせします。合図後は速やかに発表

－ 8－



を終了してください。
⑿ セッション終了後座長より、各発表会場にて、発表やスライド作成、研究方法、
統計処理についてアドバイスを頂いてください。

3. プレゼンテーションデータについて
　以下の要項を熟読したうえで登録を行ってください。注意事項を読まなかったこと
によるトラブルについては一切責任を負えませんのでご了承いただきますようお願い
いたします。
⑴ PowerPoint2007̃2016 でデータを作成してください。
　ア  データファイルには［演題番号－シ メイ－演題名］というファイル名をつけ

てください。
　イ データファイル作成時のフォントは、MSPゴシック、MSゴシック、MSP明
朝またはMS明朝等の標準フォントを使用してください。特殊なフォントは使
用できません。

　ウ  データファイルの作成にあたっては、プライバシーに十分配慮し、個人情報
に注意してください。

　エ  発表データは、必ず作成した PC以外で表示を確認してください。
⑵ 当日の予備としてスライドを平成 30 年 10 月 15 日㈪～ 11 月 30 日㈮の間にメー
ルで下記に従って送付してください。

 送付先：第 22 回熊本県理学療法士学会　学術局
　　Mail   ：kumamotopt22@gmail.com
　　件名   ：「第 22 回 PT学会予備データ」と必ず明記してください。
　　PowerPoint のファイル名は［演題番号 - シ メイ - 演題名］としてください。
　　　　例：［100- クマモト タロウ - 高齢者のADLに関して］
　送信データの受理のみをいたしますが、送信データの内容の確認は致しません。
　（送信データ受理の返信メールは致しませんのでご了承ください。）
　なお学会当日、データファイルが感染して開くことができない場合等、送信データ
を利用することもありますので、当日発表時に用いられるデータと同一のものを送付
されることをお勧めします。

≪ポスター発表≫
1. ポスター発表の座長へのお願い
⑴ 座長は 9時までに「座長受付」で座長登録を済ませ、担当セッションの開始時
刻 10 分前までに担当会場に待機してください。

⑵ 担当セッションの進行については、すべて座長に一任します。円滑かつ有意義
な進行をご配慮願います。

⑶ 演題の発表時間は 7分以内、質疑応答は 3分以内の時間を設定しております。
発表時間終了 1分前、終了時に合図でお知らせします。終了時間は学会の運営
上重要になりますので、特に厳しくお守りください。

⑷ 発表内容が抄録と大幅に異なる場合は、厳重な注意を行ってください。
⑸ セッション開始時、質問者に所属と氏名を事前に述べるよう促してください。
⑹ セッション終了後必要がある場合は、各発表会場にて、各自質疑応答を行って
ください。よろしければ発表やポスター作成、研究方法、統計処理についても、
演者にアドバイスをお願い致します。
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⑺ 演題評価については、別紙の評価用紙をご利用ください（当該セッションの中で、
学会長賞・新人賞にふさわしい演題が有る場合はご推薦ください）。

⑻ 不測の事態にて座長の職務が遂行不可能と判断された場合には、速やかに学会
本部（下記番号）までご連絡ください。
　TEL： 080-4280-6463　※当日のみの連絡先になります。

2. ポスター発表の演者へのお願い
⑴ 演者は 8時 40 分から 9時（時間厳守）までに「演者受付」で演者登録を済ませ
てください。演者や所属に変更がある場合は、必ず演者受付時にお申しつけ下
さい。

⑵ ポスター貼り付けは、10：00 ～ 11：00 の時間で案内しております。混雑が予
想されますので、早めに貼り付けを済ませてください。ポスター所定の場所に
画鋲（学会側で準備）を用いて貼り付けてください。

⑶ 当該セッション開始 10 分前までに「次演者席」にお着きください。
⑷ 座長用原稿は不要です。
⑸ 発表は１演題につき 7分、質疑応答は 3分で行います。
⑹ ポスターの示説スペースは縦 150㎝、横 90㎝です。演題名・所属・氏名は縦 20㎝、
横 70㎝で各自作成してください。文字サイズ・フォントの種類・図表・写真の
枚数は特に定めませんが、必ず指定サイズに収めてください。また、パネルに
直接書き込まないでください。

⑺ 発表終了時間 1分前、終了時に合図でお知らせします。合図後は速やかに発表
を終了してください。

⑻ セッション終了後座長より、各発表会場にて、発表やポスター作成、研究方法、
統計処理についてアドバイスを頂いてください。

⑼ ポスターの撤去は、学会終了後に行い、各自での持ち帰りをご協力ください。
　　　　　　　［ポスター展示例］
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第22回熊本県理学療法士学会 日程表
メイン会場 第1会場 第 2会場 第 3会場 第 4会場

機器
展示会場

3000 3109 3110 3103 3102 3108

8：40

～

受付開始

9：10

～

開会式

企業展示

9：30

～

11：00

市民公開講座
「4秒筋トレの理論と実践」
講師：都竹 茂樹 先生

熊本大学政策創造研究教育センター・教授

10：00～ 11：00
ポスター貼り付け時間

11：15

～

12：10

口述
セッション
１

口述
セッション
２

ポスター
セッション
１

ポスター
セッション
２

13：10

～

14：10

特別セミナー Ⅰ
「医療職種のためのビジネスマナー講習

～明日から使ってみよう～」
講師：松本 文美子 先生

口述
セッション
３

ポスター
セッション
３

14：20

～

15：20

特別セミナー Ⅱ
「在宅生活における動きのコツの教え方

～運動学習理論を中心に～」
講師：生野 達也 先生

口述
セッション
４

ポスター
セッション
４

15：25

～

15：45
閉会式

閉会式後
学会終了・単位認定
（カードリーディング）
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9：30～ 11：00

13：10～ 14：10

14：20～ 15：20

『4秒筋トレの理論と実践』

熊本大学政策創造研究教育センター・教授
都竹  茂樹 氏

（座長：くわみず病院　勝木  進）

医療職種のためのビジネスマナー講習
～明日から使ってみよう～

Business Communications Office 代表
松本  文美子 氏

（座長：武蔵ヶ丘病院　木原  伸一）

在宅生活における動きのコツの教え方
～運動学習理論を中心に～

一般社団法人動きのコツ協会 代表理事
生野  達也 氏

（座長：訪問看護・リハビリステーションふぃっと　四海  公貴）

市民公開講座

特別セミナー Ⅰ

特別セミナー Ⅱ
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民
公
開
講
座
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特別セミナー Ⅰ

【PROFILE】
松本 文美子 Business Communications Office 代表

【医療職種のビジネスマナー】
～明日から使ってみよう～

　今回は医療業界人の為のビジネスマナーとして患者の立場からみた医療従事者に望
む接遇マナーをお伝えします。今は患者様が通う病院を自分で選択する時代。患者様
の時代です。適切な医療を提供することは当たり前で、その上に携わる医療従事者の
品格、品性、人間性、心遣い等々が患者様の選択肢の大きな要素となっています。マ
ナーとは自分が関わる人を不快にしない事ではありますが、それにより自分の評価が
上がり、自分の人生を生きやすくしていくものです。病気で心身ともに不便を強いら
れている患者様に、少しでも心地よく前向きに治療に向かってくださるように、お一
人、お一人の関わり方が重要なのです。
　身だしなみ、言葉遣い、声かけの仕方、誘導の仕方、立ち居振る舞いを今一度見直
す機会にしていただければ幸いです。

１．医療はサービス業（何のためにマナーを学ぶのか）　※パターナリズムからの脱出
２．「知っていること」「分かっていること」「やっている」「出来ている」ことは違います !
３．ご案内と言葉かけ
　　『患者さまの状況に応じた対応』
　　（高齢の患者さま、身体に障がいのある患者さま、小児の患者さま）
４．Case Study

熊本市出身　
肥後銀行にて 10 年勤務後、主人の転勤により渡米。テキサス州オースチ
ンにて在米 10 年。現地で２女を出産、育児の傍ら、駐在家族の為、医療、
学校教育活動の通訳などに携わる。帰国後マナー講師としてヒューマン
アカデミー校にて校長就任、以後人材育成インストラクター、キャリア
コンサルタントとしてフリーで各企業、専門学校、医療関係のコンサル
タント、団体向け研修、講演等を県内外で行なっている。

－ 16 －
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Ⅱ【PROFILE】
生野 達也 一般社団法人動きのコツ協会　代表理事

　在宅生活を送る生活期の方々に対するアプローチにおいて、「セラピストの介助が
ないとうまく動作ができない」「翌日になると動作ができない」「動作を反復しても能
力が向上しない」といったように徒手的介入や筋力増強訓練といったアプローチを行
なっても効果が得られない悩みがあるのではないでしょうか。この原因は、「対象者
が学ぶべき運動を正しく理解できていない」ことが挙げられます。
　対象者が学ぶべき運動を学習するための糸口は、「注意」と「難易度設定」にあります。
近年の研究によると、体性感覚入力から運動発現に至るまでの脳内の処理過程におい
ては、主体の注意の方向性が影響します。つまり、動作の文脈において正しく体性感
覚に注意を向けられることができれば、動作能力の改善が得られる可能性があります。
しかしながら、やみくもに注意しながら動作訓練をすれば良いわけではありません。
　運動学習を効果的に進めるためには、難易度設定が重要になると言われています。
動作訓練をしても、効果が得られない場合は、難易度が合っていない可能性があるの
です。したがって、対象者が学ぶべき運動を学習するためのアプローチにおいては、
注意の方向性や難易度設定を考慮したアプローチを行うことが重要となります。動作
介助や筋力増強訓練などの“徒手的な介入を一斉せず”に、注意の方向性や難易度設
定を操作することで運動学習を進めるアプローチが“動きのコツ”となります。
　本講演では、効率的な運動学習のポイントを実際の臨床場面をもとに解説します。
立位や歩行は、とてもダイナミックで高度な行為となります。その中で、体性感覚に
注意を向けることは簡単ではありません。そのため、セラピストとしてはその方にあっ
た難易度設定を行いながら、正しい注意の方向性になるよう介入することが求められ
ます。講演の中では、実際の臨床場面の動画を用いて、「注意」と「難易度設定」の
介入方法を詳しく解説します。

2006 年に医療法人孟仁会摂南総合病院認知神経リハビリテーションセン
ターへ入職。2007 年にはイタリアへリハビリの研修で渡欧。2012 年に県
立広島大学大学院総合学術研究科を卒業し、修士号を取得。2013 年、生
活期の脳卒中患者に対して、マンツーマンで「動きのコツ」のリハビリ
を受けていただける場所を作るために動きのコツ研究所を開設。2017 年
には一般社団法人動きのコツ協会を設立する。

特別セミナー Ⅱ

【在宅生活における動きのコツの教え方】
～運動学習理論を中心に～
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演 題 一 覧
第１会場：3109

口述セッション１ 11:15～ 12:10
 座長：訪問看護ステーション清雅苑　田邉 龍太

 次の災害に備える
 ～大規模災害リハビリテーション支援チーム本部運営ゲーム（REHUG）の開発～
 公益社団法人 本県理学療法士協会　勝久病院　佐藤 亮
　
 閉じこもりの要因と今後の支援について
  天草訪問看護ステーション　辻 葉月
　
 効果的な体幹筋強化トレーニング方法の検討
  天草セントラル病院　髙野 郁子
　
 6 軸加速度センサーを用いた歩行動作分析　
 ～方向転換動作に着目して～ 西日本病院　生川 政憲
　
 成人脳性麻痺者の疼痛に対して、自己管理に注目しアプローチした 1症例
 熊本託麻台リハビリテーション病院　廣瀬 優

第2会場：3110

口述セッション２ 11:15～ 12:10
 座長：球磨病院　溝上 真也

 体重減少を認めた本態性振戦患者に対するリハビリテーションの経験
 熊本大学医学部付属病院　中村 公治

 誤嚥性肺炎の再発率とHDS-R 点数の関係性
 朝日野総合病院　今村 優利

 当院回復期病棟の実績指数除外対象者のFIM運動項目「食事」に着目して
 ～自宅退院群と非自宅退院群間での比較～
 桜十字病院　高木 彩弥

 脳卒中患者の骨格筋量は歩行獲得の独立した予測因子である
 熊本リハビリテーション病院　長野 文彦

 周術期大腸がん患者に対する手術前リハビリテーションの取り組み
 高野病院　清田 大喜
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演 題 一 覧
第１会場：3109

口述セッション３ 13:10～ 14:10
 座長：自衛隊熊本病院　木村 淳一 

 関節鏡視下半月板切除術後の歩行時痛に関連する因子の検討
 熊本機能病院　古賀 文穂子

 関節可動域の改善に術後半年を要した膝蓋腱断裂の一症例
 熊本機能病院　谷﨑 雄樹

 整形外科手術と術後合併症について　　
 ～当院の深部静脈血栓症の発症傾向～
 朝日野総合病院　水本 健斗

 広範囲腱板断裂に対し、リバース型人工肩関節全置換術を施行した一症例
 熊本セントラル病院　吉元 一馬

 高位脛骨骨切り術後患者における抜釘時屈曲可動域に影響を及ぼす
 因子の検討 熊本整形外科病院　臼木 優香

第２会場：3110

口述セッション４ 14:20～ 15:20
 座長：有明成仁病院　大籠 安男

 脳卒中片麻痺患者への下肢装具療法に関する当院理学療法士の意識調査
 熊本託麻台リハビリテーション病院　佐竹 亮

 地域包括ケア病棟における排泄自立度と自宅復帰率の関連
 桜十字病院　原田 里恵

 回復期リハビリテーション病棟における自宅復帰可能であった
 重症脳血管疾患患者の臨床的特徴
 桜十字病院　中西 航平

 当院回復期病棟におけるFIM利得と全国平均、実績指数を比較して
 ～質の高いリハビリテーションを提供するために今後病棟での
 　新たな取り組みや見直しを～
 御幸病院　吉永 直樹

 全身性炎症は脳卒中回復期の骨格筋量や機能的予後に関連する
 熊本リハビリテーション病院　備瀬 隆広
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演 題 一 覧
第3会場：3103

ポスターセッション１ 11:15～ 12:10
 座長：ふくだ整形外科　本田 由香

 介護負担評価に基づく家族指導の一例
 朝日野総合病院　中村 祐太

 左大腿骨転子部骨折術後に、同側膝関節の歩行時痛を認めた症例　
 ～外部膝関節内転モーメントに着目して～　
 外山胃腸病院　岩崎 麟太郎

 同時受傷した両大腿骨転子下骨折の一症例
 ～先行症例との比較と早期退院要因の検討～　　
 国保水俣市立総合医療センター　前川 直也

 腰部固定帯の装着および着脱直後に動作能力が向上した
 右大腿骨頸部骨折受傷後の一症例
 鶴田病院　坂井 邑后

 腰椎圧迫骨折後、腰部痛が遷延化し日常生活動作の獲得に難渋した一症例
 ～痛みに対する教育的介入に着目して～
 武蔵ヶ丘病院　仁田 彩

第４会場：3102

ポスターセッション２ 11:15～ 12:10
 座長：阿蘇温泉病院　林 寿恵

 通所利用者における機能訓練が筋力・ADLへ及ぼす影響
 西日本病院　磨田 祐志
 重複疾患症例に対する磁気刺激治療による立位バランス能力への

 即時的効果
 ～症例検討を通して見えてきた効果と課題～
 桜十字病院　高田 未夢
 脊柱管狭窄症を併発した糖尿病患者に対し免荷歩行にて血糖改善が

 図れた一症例
 くまもと成仁病院　野中 大和
 入院経過と共に認知機能の低下を認めた圧迫骨折患者に対する

 社会参加へ向けたアプローチ
 ～タイムスケジュールの導入と他者とのコミュニケーションに着目して～
 武蔵ヶ丘病院　竹下 香織
 膝蓋骨骨折患者の歩行能力改善に向けたアプローチ

 ～三次元動作解析装置を用いた効果判定～　　　　
  武蔵ヶ丘病院　前田 聡一郎
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演 題 一 覧
第３会場：3103

ポスターセッション3 13:10～ 14:10
 座長：熊本リハビリテーション病院　槌田 義美

 自発性作話症状を呈する患者との会話から考える自己意識の変化
 熊本託麻台リハビリテーション病院　足立 祐紀

 遅延した機能回復により家屋調査に難渋した１症例
 くまもと成仁病院　上妻 なるみ

 脊髄損傷疾患に対する医療連携とチーム活動
 朝日野総合病院　宮崎 卓也

 周術期消化器外科症例のエネルギー過不足率と運動機能の関係について
 高野病院　小林 道弘

 パーキンソン病患者に対する足こぎ車椅子使用の効果検討
 ～一症例への継続した使用を通して～
 水前寺とうや病院　山鹿 健司

第4会場：3102

ポスターセッション４ 14:20～ 15:20
 座長：にしくまもと病院　波多埜 克宣

 運動療法を選択する際に三次元動作解析装置による客観的指標を
 参考にした小脳梗塞の一症例
 武蔵ヶ丘病院　深内 祐太朗

 感覚障害を有する脳卒中片麻痺患者の歩行介助位置について
 熊本リハビリテーション病院　西野 剛史

 身体失認を呈する脳卒中患者に対し免荷式歩行器にて歩行能力改善が
 みられた１症例
 くまもと成仁病院　西山 隆司

 右被殻出血後に足関節ロッカー機能改善を目指した一症例
 ～ Gait Judge Systemによる評価を用いて～
 熊本機能病院　内田 裕
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口述セッション１～4
11：15～15：20
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１

【背景】
大規模災害リハビリテーション支援関連団体協議会（Japan Disaster Rehabilitation 
Assistance Team、以下 JRAT）」は全国規模で体制整備を図っている。熊本県
においては、2015 年に熊本県災害リハビリテーション推進協議会（Kumamoto 
JRAT）が地域 JRATとして設立され、事務局は熊本県理学療法士協会（以下、当
協会）が担当している。2016 年 4 月、熊本地震が発生し当協会の事務局は機能不
全に陥ったが、その状況下で全国から支援活動に入る地域 JRATの受け入れ体制
を整えなくてはならず、全てが初めての経験であったため多くの混乱が生じ限ら
れた会員に大きな負担をかけた。受援の重要性を再認識した当協会はこの経験を
活かし、2017 年 5 月、「大規模災害リハビリテーション支援チーム本部運営ゲー
ム（REHUG）」というカードを用いたシミュレーションゲームを開発した。なお
REHUGは当協会の知的財産（商標登録出願中）である。

【内容】
各グループにファシリテーターを配置し、本部で起こるイベントに対応する本部運
営のグループワークとなる。JRAT熊本本部活動をベースとしており、ゲーミング・
シミュレーションを通して基本的な本部運営やロジスティックス（後方支援）を理
解し、災害時の本部運営に携われる人材を育成することを目的としている。

【結果】
参加者からは難易度は高いが有意義であり実践的な内容であるとの評価を得てい
る。

【結論】
　次の災害に備え「支援」と「受援」両方の準備をする必要がある。REHUGは本
邦初の災害時のリハ支援団体のロジスティック研修も兼ねたグループワークとなる
が、他県からの関心も高く次の災害に備えた人材育成の一つの教育ツールとなれば
幸いである。

【倫理的配慮，説明と同意】
倫理的配慮に注意し、個人のプライバシー、個人が特定できる内容は記載していな
い。また本研究は熊本県理学療法士協会の助成（H29 年度）を受けたものである。

次の災害に備える
～大規模災害リハビリテーション支援チーム本部運営ゲーム（REHUG）の開発～

〇佐藤 亮（1,2），三宮 克彦（3），林 寿恵（4）

1：勝久病院 リハビリテーション部
2：公益社団法人 熊本県理学療法士協会 

3：熊本機能病院 総合リハビリテーション部 理学療法士
4：阿蘇温泉病院 リハビリテーション科 理学療法士

1
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【はじめに】
現在、訪問リハビリの役割において社会参加への促進が重要視されているが、実際
に社会参加への移行に苦難する事は多い。高齢者の閉じこもりは、身体的・心理的・
社会環境要因と様々な要因が関係するとされている。
今回は主に心理的要因に着目し、今後の支援の重要性を知る事が出来た為、報告す
る。

【対象】
寝たきり状態を除く、訪問看護（リハビリ）利用者 31 名を対象とした。本人・家
族へ研究の趣旨および内容を説明し、同意を得た。

【方法】
対象者 31 名に対し、外出状況、外出する理由・しない理由、転倒歴、役割の有無、
地域での活動についての知識、今後やりたい事、抑うつ傾向（GDS－15）の評価を
聞き取りにて、同居家族・配偶者の有無をカルテより抽出し調査を行った。

【結果】
閉じこもり者は 17 名（54.8％）、非閉じこもり者は 14 名（45.2％）であった。閉じ
こもり者の中で外出しない理由として「歩く自信がない」（47.1％）という回答が
一番多かった。一方、非閉じこもり者の外出理由は「散歩」（64.3％）が多くを占
めた。非閉じこもり者は外出する目的があり自発的に外出する者が 100％、閉じこ
もり者は 44.4％と少ない事が分かった。

【考察】
非閉じこもり者は外出目的の中に役割を持ち、その遂行が生きがいとなり自発的な
外出に繋がっていると考える。閉じこもり者の多くは「歩く自信がない」などの心
理的不安を持っており、身体機能だけではなく不安を解消し、自己効力感を高める
事で自発的な外出に繋げられるのではないかと考える。
生きがいや意欲向上、家庭内外での役割を持てるような目標指向的アプローチの重
要性が示唆された。本研究の結果を踏まえて、今後も地域で暮らす利用者の、楽し
く、生きがいに満ちた生活を支援していきたい。

閉じこもりの要因と今後の支援について

〇辻 葉月（1）

1：天草訪問看護ステーション
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【目的】
Local muscles である腹横筋は腹圧上昇に最も関与する筋と言われている。四肢の
運動や体幹の素早い運動を要求した際、体幹を安定させるために先行して収縮する
重要な作用を有するため、腹横筋強化トレーニングは臨床上よく行われている。し
かし、Local muscles と Global muscles 各々の筋力強化をしたとき、パフォーマン
スの差を検証した研究は少ない。今回、腹横筋と腹直筋に着目し、各々への強化介
入を実施しパフォーマンスの差を明らかにすることで、より効果的な体幹筋トレー
ニング方法を検証する。

【対象】
本研究の趣旨を理解し同意を得られた健常者 18 名（29.7 ± 25.3 歳）。腹横筋運動
群 9名（31.9 歳± 23.1）、腹筋運動群 9名（27.4 歳± 11.6）。

【方法】
対象者を腹横筋運動群、腹筋運動群の 2群に分け、体幹筋力強化運動を週 4回 6週
間実施。トレーニング開始前と 6週間後に、①筋厚測定と②質的な基本動作能力の
評価であるFunctional Movement Screen（以下、FMS）評価を行い、それぞれトレー
ニング前後の差を比較する。①については超音波画像診断装置を使用し、対象者の
腹直筋・腹横筋の筋厚を測定。②についてはハードルインステップ、インラインラ
ンジ、ロータリースタビリティーの 3種目を実施しスコア化する。

【結果・考察】
腹横筋運動群では腹横筋厚にトレーニング前後で有意差は見られなかったが、両群
ともに FMSスコアに有意な差が見られ、パフォーマンスの向上が示唆された。多
くの文献で言われているように、腹横筋は腹圧上昇にて体幹を安定させる作用を有
している点で、強化が重要であることに間違いない。全身耐久性の低下や様々な病
歴を抱える高齢者などがパフォーマンスの向上を目的とした運動を行う際には、必
ずしも負荷の高いダイナミックな運動を行う必要はなく、低負荷で充分な効果が期
待できる腹横筋トレーニングが有用と考える。

効果的な体幹筋強化トレーニング方法の検討

〇髙野 郁子（1）

1：天草セントラル病院 リハビリテーション部

3
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【はじめに】
高齢者の転倒率は直線歩行と比較し方向転換時が高く、若年者と高齢者の方向転換
を分析する事は転倒評価として重要と考えられる。本研究では加速度センサ―を用
い、2群の方向転換動作を比較検討する事を目的とした。

【方法】
対象は健常成人男女各 10 名、高齢者 7名とし、感覚障害や著明な関節障害を有さず、
15m以上を独歩可能な者とした。眼鏡型 6軸加速度計（JINS 社製、周波数 100Hz）
を装着し、歩行時や 90°方向転換時の加速度（Acceleration 以下A）、角速度（Gyro
以下 G）の XYZ 軸を測定した。歩行路はスタート～曲がり角まで 5m、角～ゴー
ルまでを 2mとし、3m～ 4mをⅠ、4m～角をⅡ、角～ゴールをⅢとした 3 区画
に分けた。各加速度の二乗平均平方根を指標とし、統計処理はTukey-Kramer 法、
Mann-Whitney 検定を、危険率 5％未満にて行った。

【倫理的配慮】
対象者にはヘルシンキ宣言の趣旨に沿い本研究の目的を口頭と書面にて説明し、同
意を得た。なお、本研究は当院倫理委員会の承認を受けて実施した。

【結果】
若年者の G・Z全ての区域に有意差が見られ、高齢者の G・ZではⅠⅢ、ⅡⅢ間に
優位差が見られた。若年者、高齢者間ではA・ZのⅠ、Ⅲ、G・ZのⅢで優位差が
見られた。

【考察】
高齢者間ではG・ZのⅠⅡ間で有意差が無く、方向転換前の予測制御時の頭部回旋
が減少、もしくは遅延している事が考えられる。A・ZのⅠ、Ⅲでは高齢者が低値
であり、高齢者の特徴である上下動が少ない事が予想されるが、Ⅱでは 2群間の有
意差が無く方向転換前に上下動が減少した事が示唆される。G・ZのⅢ地点は方向
転換点でもあり、高齢者では有意に低値であった。高齢者の多くが step turn 戦略
であり方向転換動作に時間を要す為と考えられる。今後の課題としてビデオ撮影等
の評価と組み合わせる事で細かな評価が可能となると思われる。

6軸加速度センサーを用いた歩行動作分析
～方向転換動作に着目して～

〇生川 政憲（1），髙野 直哉（2）

1：西日本病院 リハビリテーション部
2：西日本病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【はじめに】
成人脳性麻痺者（CP）の二次障害として疼痛がある。Hodgikinson らは、CPの約
75%に痛みの訴えがあるとしている。今回は、疼痛の自己管理に注目し、疼痛の緩
和を図ることで日常生活に変化がみられた症例を担当したので報告する。

【対象・方法】
痙直型四肢麻痺を呈する 22 歳。体が痛い、やる気が出ない等の訴えあり。介入と
して疼痛の聴取、ストレッチ、安楽姿勢の提案を行った。期間は平成 30 年 1 月～
6月までの変化を追った。評価は①Numeriacal Rating Scale（NRS）②破局的思考
尺度（PCS）③ Pain Disability Assessment Scale（PDAS）を実施。

【倫理的配慮】
当院の倫理委員会の承諾を得た。

【経過】
介入時は「何もできない」という発言あり。① 8点② 28 点③ 8点であった。始め
に疼痛の詳細を聴取し、応じて対処法の提案を行った。「よく歩いたから腰と足が
痛い」など具体性がみられるようになった。次に行動を予測することを促した。「よ
く歩く前日はストレッチをした」など疼痛が起こらないように行動を予測し、対処
するようになった。最終時の評価は① 1点② 15 点③ 35 点であった。

【考察】
今回は疼痛の自己管理に注目した。介入時は PDAS の値も低く生活への障害がみ
られていた。PCS もカットオフ値に近い値を示しており、特に無力感に関する発
言が多かった。はじめは疼痛に対し漠然としていたため、セラピストと本症例との
間で疼痛の理解・管理を共有した。経過の中で本症例が主体となり疼痛を予測でき
るようになり、対処する手段を身につけたことで無力感が軽減し、生活への障害も
軽減したと考えられる。これは疼痛と行動の関連を理解したことで自己管理が可能
となり、日常生活へ変化を与えたといえる。

成人脳性麻痺者の疼痛に対して、自己管理に注目しアプローチした1症例

〇廣瀬 優（1）

1：熊本託麻台リハビリテーション病院 リハビリテーション部

5
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【はじめに】
近年，リハ栄養の取り組みの重要性が報告されている．今回，1年間で約 40kg の
体重減少を来した本態性振戦患者に対して，栄養面も考慮したリハビリテーション
（以下リハ）を実施した結果，身体機能改善を認めた症例を経験したので報告する．

【倫理的配慮】
対象者に対して説明を行い，同意を得た．

【症例】
52 歳男性．1年以上前から上肢振戦が出現し，ADLに支障を来すようになった為，
精査加療目的に入院となった．入院時，身長 167cm，体重 58.5kg，簡易栄養評価法
（MNA-SF）6 点，体重減少率 10%/1M（40%/1Y）であり，安静時にも振戦による
疲労感を認めていた．上腕筋面積（AMA）41.6cm2，下腿周囲長（CC）31.0cm，
握 力（ 右 9.3kg/ 左 16.6kg）， 歩 行 速 度 0.72m/s，Short Physical Performance 
Battery（SPPB）8 点であり，低栄養とサルコペニアが疑われる状態であった．リ
ハ介入時，食事は介助下に全量摂取可能であったが，消費エネルギーが摂取エネ
ルギーを上回っていた為，1日当たりの食事摂取総カロリーを増量した．理学療法
ではまず，身体機能をモニタリングしながらコンディショニング，2～ 3METs の
ADL訓練を中心に施行し，体重増加が認められた後に筋力訓練を追加した．

【結果】
介入 50 日目の体重は 58.1kg と維持され，MNA-SF は 8 点に改善し，安静時の疲労
感は消失していた．AMAは 43.4cm2 と改善を認めたが，握力，CCは初期より著
変認めなかった．歩行速度 0.93m/s，SPPB12 点と改善を認め，サルコペニアの基
準からは一部逸脱できていた．

【考察・討論】
安静時振戦や固縮の症状を呈するパーキンソン病では，エネルギー消費が高く，体
重減少を来しやすい事が報告されている．本症例においても体重減少の一因として，
振戦による消費エネルギーの亢進が考えられ，栄養面も考慮したリハ介入を行った
結果，低栄養の助長を防ぎ，身体機能が改善した事が示唆された．

体重減少を認めた本態性振戦患者に対する
リハビリテーションの経験

〇中村 公治（1）冨口（砥上）若菜（4），萩野 光香（3），大内田 友美（2），児玉 了（2），
小山 雄二郎（4），中村 英一（4）

1：熊本大学医学部附属病院 医療技術部リハビリテーション技術部門
2：熊本大学医学部附属病院 医療技術部リハビリテーション技術部門 理学療法士
3：熊本大学医学部附属病院 医療技術部リハビリテーション技術部門 作業療法士

4：熊本大学医学部附属病院 リハビリテーション科 医師
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【はじめに】
高齢者の誤嚥性肺炎は脳血管障害、歩行能力、ADL能力等と同様に認知機能の低
下が発症を高める要因として言われている。一般的に認知機能の簡易的な評価とし
て改正長谷川式簡易知能評価スケール（以下HDS-R）が用いられる。そのHDS-R
のカットオフ値は 20 点以下と言われているが、誤嚥性肺炎の再発リスクの要因と
して調査した報告は少ないため、今回それについての調査報告を行う。なお、本報
告はヘルシンキ宣言に基づき説明を行い、同意を得ている。

【対象・方法】
対象は平成 27 年 4 月から平成 30 年 3 月までに当院に誤嚥性肺炎で入院され、呼吸
リハビリテーション実施者 67 名（男性 41 名、女性 26 名、平均年齢 85 ± 7.3 歳）
とした。対象者を入院してから3ヶ月以内で誤嚥性肺炎を再発した再発群（男性9名、
女性 4名、平均年齢 86.5 ± 6.23 歳）と非再発群（男性 32 名、女性 22 名、平均年
齢 84.9 ± 7.47 歳）との 2群に分類した。それらと入院時のHDS-R 点数との関係性
を検討した。統計はχ二乗検定を用いて行った。

【結果】
再発群と非再発群においてHDS-R18.85 点以下にて有意な差を認めた。（p＜ 0.05）

【考察】
誤嚥性肺炎の患者は再発リスク回避が重要であるとされている。今回、誤嚥性肺炎
の再発とHDS-R の点数の関係について調査した結果、18.85 点以下にて有意な差を
認めたが、この点数は奈良らの重症度別平均値得点では軽度認知症と言われている
分類である。その為誤嚥性肺炎のリハビリテーションは早期の認知症スクリーニン
グ、認知機能の維持・改善に向けたアプローチ、認知症のステージに合わせた食事
支援など包括的な介入が重要と考える。また、認知症の重症度や分類により嚥下の
特徴や嚥下運動の障害される期が異なると言われていることから、今後は認知症の
重症度や分類が誤嚥性肺炎の再発にどのように関係するのか検討していきたい。

誤嚥性肺炎の再発率とHDS-R 点数の関係性

〇今村 優利（1），工藤 周平（2），野田 周資（2），川越 綾華（2），森屋 大祐（2），
木下 夏美（2），松本 平（2），大脇 秀一（2）

1：医療法人 朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター
2：医療法人 朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター 理学療法士

7
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【目的】
平成 30 年 4 月より当院回復期病棟では「食事」の早期自立と，食事摂取量と栄養
状態の安定化から積極的なリハビリができることを目的として，入院時に全担当セ
ラピストにて食事評価を開始した．そこで今回，当院の先行研究にて示唆された
「実績指数除外項目の入棟時運動 FIM20 点以下の患者の運動利得が高い」という
点に着目し，入棟時運動FIM20 点以下の患者の退院先を自宅群と非自宅群に分け，
2群間の入棟から退棟までの FIM運動項目「食事」の関係性を比較検討したため
報告する．

【倫理的配慮】
使用するデータはヘルシンキ宣言の趣旨に則り実施し，利益相反に関する開示事項
はない．

【対象と方法】
対象は平成 29 年 4 月～平成 30 年 2 月に当院回復期病棟に入棟した 131 名のうち，
入棟時FIM運動項目が20≧の患者様24名を対象とした．対象者を自宅退院群（n=9）
と非自宅退院群（n=15）に分け，1ヶ月後と 2ヶ月後の FIM運動項目「食事」，退
棟時の FIM運動項目の合計，年齢を比較検討した．分析はマンホイットニー検定
とスチューデントのｔ検討を用い危険率 5%とした．

【結果】
自宅退院群と非自宅退院群間で年齢のみ有意差を認め（P＜ 0.05），その他の項目
において有意差は認めなかった．

【考察】
今回の研究において2群間で退院時のFIM運動項目の合計では有意差は認めなかっ
たが，自宅退院群で点数が高い事が分かった．今回着目したFIM運動項目「食事」
においても，入棟時から二ヶ月間を比較すると自宅退院群は改善度が高く，早期に
食事動作自立していることが分かった．また，栄養を摂取する手段としては経口で
の自力摂取以外にも様々なアプローチ方法がある為，今後は栄養状態にも着目して
いきたい．

当院回復期病棟の実績指数除外対象者の FIM運動項目「食事」に着目して
～自宅退院と非自宅退院群間での比較～

〇高木 彩弥（1），東 裕也（2），古庄 諒大（2），松本 庄平（2）

1：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部
2：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【目的】
脳卒中患者のサルコペニアが歩行獲得に与える影響についての先行研究は少ない。
本研究の目的は、脳卒中患者の骨格筋指数（SMI）・下肢骨格筋指数（LSMI）と歩
行獲得との関連について調査することである。

【方法】
2015-2016 年に当院回復期リハビリテーション病棟に連続入院した脳卒中患者を対
象とした後ろ向きコホート研究。骨格筋量は体組成分析（InBody S10）を用いて
解析した。入院時より歩行が自立、ペースメーカー埋め込みや全身状態不良、重度
意識障害の患者は除外した。臨床情報として、栄養状態（GNRI）、エネルギー摂取
量、発症前自立度（mRS）、併存疾患重症度（CCI）、日常生活動作（FIM運動）、
認知レベル（FIM認知）、下肢麻痺ステージ（BRS）などを調査した。歩行獲得のカッ
トオフ値は退院時 FIM歩行 6点以上とし、多変量解析を用いて歩行獲得と SMI・
LSMI との関連を解析した。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り、対象者から十分な説明の上の同意を得た。データ
抽出後、集計分析した後個人情報を除去し、院内倫理委員会の審査を経て承認を得
た。また、演題発表に関連し開示すべき利益相反関係にある企業などはない。

【結果】
対象者は 204 名（平均年齢 73 歳）、歩行獲得者は 109 名（53.4%）。年齢、性別、
GNRI、エネルギー摂取量、発症前mRS、CCI、FIM運動、FIM認知、下肢 BRS
などで調整したロジスティック回帰分析で、SMI（β =2.13，P＜ 0.01）と LSMI（β
=2.31，P＜ 0.01）はいずれも歩行獲得に独立して関連していた。

【考察】
本研究対象者において、脳卒中患者の SMI・LSMI は歩行獲得の独立した予測因子
であることが示唆された。脳卒中患者の骨格筋量は歩行能力の予後予測に有用であ
り、全症例に骨格筋量の評価が必要である。

脳卒中患者の骨格筋量は歩行獲得の独立した予測因子である

〇長野 文彦（1），白石 愛（2），工藤 舞，嶋津 さゆり（3），濵田 雄仁（4），備瀬 隆広，
松岡 達司，河﨑 靖範，槌田 義美（5），吉村 芳弘（6）

1：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 
2：熊本リハビリテーション病院 歯科診療室 歯科衛生士
3：熊本リハビリテーション病院 栄養管理科 管理栄養士

4：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 言語聴覚士
5：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法士

6：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 医師

9

－ 32 －



第
２
会
場

口
述
セ
ッ
シ
ョ
ン

２

10

【目的】
当科では、H18 年より大腸がん患者の術後合併症予防を目的に周術期リハを開始
し、H27 年からは術前介入を始めた。今回、大腸がん患者の術前後の身体機能、呼
吸器合併症について調査したので報告する

【対象と方法】
H27 年 4 月からH30 年 3 月で初回大腸がん根治術を施行した症例で呼吸器合併症
の発症率と、術前の介入率を年度別に調査した。また、介入した症例中、術前（A）、
術後 1W（B）、術後 2W（C）の時期に評価を実施できた 127 例（年齢：65 ± 12.1 歳、
男性 63 例、女性 64 例）の握力、CS-30、片脚立位保持、6MWTの変化を調査した。

【倫理的配慮】
当院倫理員会の承諾（18-07 番）を得て行った。

【結果】
呼吸器合併症発症率は、H27 年 3.5％（5/141）、H28 年 4.3％（5/116）、H29 年 7.5％
（10/133）。
術前介入率は、H27 年 27.6％、H28 年 69.8％、H29 年 94.7％。
握力（kg）は（A33.3 ± 9.1、B32.1 ± 9.4、C32.6 ± 9.1）。CS-30（回）は（A23.7
± 6.4、B21.3 ± 7.0、C24.6 ± 7.1）。片脚立位保持（秒）は（A43.3 ± 21.4、B41.7
± 22.0、C43.3 ± 21.2）。6MWT（m）は（A402.6 ± 123.4、B367.5 ± 99.0、C438.0
± 106.3）。CS-30 と 6MWTは有意差を認めた。

【考察】
当院の呼吸器合併症の発症率は増加傾向だが、術前介入を行う事で術後の目標が理
解でき、身体機能改善に繋がったと考える。訓練内容は早期離床と歩行訓練が中心
のため、握力と片脚立位保持は術後 2Wで術前まで改善しなかったと考える。今後
は、当院の呼吸器合併症について再確認し、術前介入を強化し効果判定を行ってい
きたい。

周術期大腸がん患者に対する手術前リハビリテーションの取り組み

〇清田 大喜（1），岩下 知裕（2），小林 道弘（2），荒川 広宣（2），槌野 正裕（2）

1：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科
2：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科 理学療法士
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【目的】
半月板切除術は、術後治療成績が良好として多数報告されている。しかし、臨床に
て術後歩行時痛が退院時の不安因子となる場合がある。そこで本研究では、半月板
切除術後における退院時歩行時痛に関する因子を明確にすることを目的とした。

【方法】
対象は、当院にて半月板切除術を施行した 39 例（男性 16 例、女性 23 例、平均年
齢 58.0 ± 14.0 歳）で、片膝のみの初回手術で入院期間が術後１週間を超えた者と
した。尚、先天性の関節疾患、靭帯損傷の合併、リウマチ性疾患、認知機能低下の
ある者は除外した。調査項目は①安静時痛と歩行時痛（手術前日、退院時）②年齢 
③変形性膝関節症の診断の有無 ④罹病期間 ⑤半月板断裂形態 ⑥半月板断裂部位 
⑦ BMI ⑧受傷機転の有無とした。
統計はExcel 統計を使用し、退院時の歩行時痛を目的変数、その他を説明変数とし
多変量解析の数量化Ⅱ類を用いた。

【倫理的配慮】
本研究は当院の臨床研究審査委員会の承認を得た。

【結果】
退院時歩行時痛には断裂部位、罹病期間、半月板断裂形態の順で関連性があった。
レンジは其々 2.30、1.94、1.90 であった。判別的中率は 87.2%、相関比は 0.6 であっ
た。

【考察】
本研究により、半月板断裂部位、罹病期間、半月板断裂形態は特に退院時歩行時痛
に関連が強い事が示唆された。先行研究において、内側半月後角の横断裂は歩行困
難となるほどの強い膝痛を特徴とすると報告されている。また、長い罹病期間や切
除範囲は術後成績の不良因子になるとの報告もあり、本研究はこれまでの先行研究
を支持する結果となった。今後は、各項目を細分化して調査を行うことで、術後歩
行時痛を詳細に把握することができ、予後予測や治療方法の一助となると考える。

関節鏡視下半月板切除術後の歩行時痛に関連する因子の検討

〇古賀 文穂子（1），米村 美樹（2），緒方 義尚（2），大平 友里亜（2），栗下 剛（2），
前田 昴志（2），高橋 修一朗（3）

1：医療法人社団 寿量会 熊本機能病院 総合リハビリテーション部
2：医療法人社団寿量会 熊本機能病院 総合リハビリテーション部 理学療法士

3：医療法人社団寿量会 熊本機能病院 整形外科 医師
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【はじめに】
膝蓋腱断裂は、関節リウマチなどの基礎疾患を有する症例に発生することが多く、
健常者では稀である。今回、健常者に発生した膝蓋腱断裂患者を担当し、術後半年
の経過を観察する機会を得たため報告する。

【症例紹介】
50 歳代男性。バスケット中、ジャンプ着地時に膝蓋腱断裂を受傷。膝蓋腱縫合術
（strong suture を用いたKrackow 法）を施行。術中所見では腱断端はモップ状の
損傷であり、縫合後の膝関節屈曲可動域（以下、膝 ROM）は 90°であった。術後
指示は、2週間膝関節伸展固定、5週間完全免荷であった。膝 ROM練習は 2週か
ら開始し、再断裂に注意して愛護的に進めた。発表にあたり、プライバシー保護に
配慮し、本人から口頭にて同意を得た。

【理学療法評価及び経過】
術後 2週の膝 ROMは 20°であった。術後 9週の膝 ROMは 85°で杖歩行での自宅
退院となった。また、エクステンションラグは 25°であった。退院後の外来リハビ
リでは、膝ROMに合わせた膝関節自動介助運動や、荷重量を増加した関節運動な
どのセルフエクササイズを指導した。膝 ROMは徐々に改善し、術後 24 週で屈曲
130°、エクステンションラグは 5°となった。

【考察】
本症例は縫合時の膝ROM制限などから再断裂のリスクがあり、術後早期は愛護的
な運動から開始せざるを得なかった。その為、入院期間中は術創部周辺の癒着や
膝蓋骨の滑走障害が著明であり、強い膝 ROM制限を有した。先行文献では術後 4
～ 7 週程度で膝 ROMは 90°を獲得し、その後も可動域の改善を認めている。本症
例では退院後も身体機能に応じた運動療法の指導を適宜行うことができ、患者のコ
ンプライアンスも非常に良好であった。その結果、膝ROMは徐々に改善し、術後
半年で先行文献同等の 130°に達した。本症例の経験から、膝蓋腱断裂においては、
腱の治癒状況や修復の段階に合わせて長期的な関わりを持つことで十分に機能の改
善が図れると考える。

関節可動域の改善に術後半年を要した膝蓋腱断裂の一症例

〇谷﨑 雄樹（1），伊藤 恭平（2），田中 美帆（2），浅香 雄太（2），江口 淳子（2），
今屋 将美（2），髙井 浩和（3）

1：医療法人社団 寿量会 熊本機能病院 総合リハビリテーション部 理学療法課
2：医療法人社団 寿量会 熊本機能病院 総合リハビリテーション部 理学療法士

3：医療法人社団 寿量会 熊本機能病院 整形外科 医師

－ 35 －－ 35 －



第
１
会
場

口
述
セ
ッ
シ
ョ
ン

３

【はじめに】
深部静脈血栓症（以下DVT）は医療現場において重篤な術後合併症として挙げら
れるが、明確な要因は特定されていない。今回、当院の過去 3年間の整形外科疾患
に対して術後DVT発症傾向について調査を行った為、ここに報告する。尚、本研
究はヘルシンキ宣言に基づき被験者の同意を得ている。

【方法】
H26.4 ～ H29.6 の期間に当院へ入院した脊椎、下肢の整形外科手術を施行した男性
170 例、女性 188 例、計 358 例（脊椎群 196 例、下肢群 162 例、平均年齢 76.0 ±
12.8）に対して、手術前後の下肢エコーを実施。危険因子と言われている、年齢、性別、
肥満、手術までの日数、手術部位、免荷期間、既往歴、手術前後のADL、歩行開
始時期、喫煙歴、認知症、手術前後のDVTの有無をカルテより情報収集を行い、
DVT発症傾向について検討した。統計処理は JSTAT ver.13.0 を使用し、ロジス
ティック回帰分析を用いた。

【結果】
DVT発症患者は 358 例中 74 例（脊椎群 21 例、下肢群 53 例）に認めた。年齢（オッ
ズ比：1.04,P ＜ 0.05）、性別（4.19,P ＜ 0.001)、肥満（2.34,P ＜ 0.05)、喫煙歴（2.32,P
＜ 0.05)、手術前DVTの有無（16.17,P ＜ 0.001)、心不全（3.27,P ＜ 0.05)、歩行開始
時期（2.11,P＜ 0.05)に有意差を認め、高値を示した。また、判別的中率は84%であり、
高い的中率を示した。

【考察】
当院の患者層は、女性高齢者が多く、転倒受傷による大腿骨骨折などの下肢群と脊
柱管狭窄症を基とする脊椎群である。下肢群と脊椎群で比較を行い、下肢群では荷
重時痛により歩行開始時期の遅延が生じた事や脊椎群は術後早期から歩行を実施し
ている事が、性別、歩行開始時期、手術部位のDVT発症要因として影響したと考
える。また、危険因子である肥満、喫煙、心不全の有無もDVT発症に影響がある
と示唆された。今後、危険因子を予測すると共に予防法については明確化する必要
があると考える。

整形外科手術と術後合併症
～当院の深部静脈血栓症の発症傾向～
〇水本 健斗（1），金子 周平（2），岩村 圭祐（2），池田 祐太郎（2），大脇 秀一（2）

1：朝日野総合病院 総合リハビリテーション科
2：朝日野総合病院 総合リハビリテーション科 理学療法士
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【はじめに】
リバース型人工肩関節全置換術（reverse total shoulder arthroplasty: 以下 RSA）
は 2014 年 4 月より日本での使用が認可された．今回，一次修復困難な広範囲腱板
断裂に対しRSAを施行した症例を経験した為報告する．

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき発表の趣旨を説明し本人に同意を得た．

【症例紹介】
60 歳代女性．1年前より右肩関節痛出現し拳上困難な為当院受診．MRI にて広範
囲腱板断裂を認めた．鏡視下にて損傷腱板の一次修復を試みるも脆弱な腱板の状態
と高度軟骨損傷により縫合の適応なく滑膜切除術のみ施行．6か月後 RSA施行．

【経過】
術前評価は運動時痛NRS:6/10，夜間時痛NRS:7/10．自動 ROM-T 肩関節屈曲 50°
外転 40°1st 外旋 5°内旋殿部．結髪 ･ 結帯困難．術前は疼痛に応じ肩関節 ROM-
ex，低周波にて三角筋の筋力強化を実施．術後 3週までバストバンドと三角巾，6
週まで三角巾固定．肩関節ROM-ex は 3 週後から他動運動，6週後から自動運動開
始．術翌日より患部外ROM-ex，6 週後から三角筋の筋力訓練を実施．疼痛は安静・
夜間時共に術後 2週でNRS:0/10．自動 ROM-T は術後 3か月で屈曲 130°外転 120°
1st 外旋 40°内旋 L1，結髪 ･結帯可能．shoulder36 V1.3（術前 /術後 3か月）は疼
痛 2.3/3.7，可動域 1.9/3.7，筋力 1.0/2.7，健康感 2.0/3.3，日常生活 2.0/3.6，スポー
ツ 0/0．

【考察】
RSA術後に疼痛改善と拳上可動域拡大が図られ，shoulder36 V1.3 でも患者満足度
が高い結果が得られた．RSAは肩甲上腕関節の回転中心が内下方に移動する事で
三角筋の張力とモーメントアームが増大し上肢の挙上運動が可能となる．尾崎らは
RSA術後の自動可動域獲得には三角筋と肩甲胸郭関節の機能が重要であると述べ
ている．本症例は術前より肩甲胸郭 ROM-ex や低周波による三角筋強化を行った
事が，術後 3カ月で良好な結果に繋がったと考える．

広範囲腱板断裂に対し、リバース型人工肩関節全置換術を
施行した一症例

〇吉元 一馬（1），今村 友則（2），岸本 稔（2），畑中 秀行（3），胤末 亮（4）

1：医療法人潤心会 熊本セントラル病院 リハビリテーション科
2：医療法人潤心会 熊本セントラル病院 リハビリテーション科 理学療法士
3：学校法人帝京大学 帝京大学福岡医療技術学部 理学療法学科 理学療法士

4：医療法人潤心会 熊本セントラル病院 整形外科 医師
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【はじめに】
変形性膝関節症に対する代表的な手術法は、高位脛骨骨切り術（以下HTO）と人
工膝関節置換術が挙げられる。HTOは比較的若い年齢層を対象に行われており、
越野らは正座可能になるよう手術手技を改良してその成績を報告しているものの、
多少の制限が残存するという報告が多くを占めている。そこで、HTO抜釘時の屈
曲可動域に着目し、影響を与える因子の調査・検討を行った為以下に報告する。

【方法】
対象は 2012 年 4 月から 2016 年 3 月の間で変形性膝関節症により当院で対側
Closed Wedge HTOを施行され、術後追跡調査が可能で抜釘を行なった症例 31 例
（男性 12 例、女性 19 例）を対象とした。抜釘時における屈曲可動域と年齢、BMI、
在院日数、術前膝関節屈曲・伸展可動域、矯正 FTA（臥位術前 FTA－臥位術後
FTA）、入院時 JKOM（総合点、小項目 : Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ）、入院時 JOAスコア（総
合点、小項目 : 疼痛・歩行能力、疼痛・階段昇降能力、屈曲角度及び強直・高度拘
縮、腫脹）、抜釘時 JKOM（総合点、小項目）、抜釘時 JOAスコア（総合点、小項目）
との関係性をみた。統計処理にはSpearmanの順位相関係数を用い、有意水準は5％
未満とした。

【結果】
抜釘時における屈曲可動域（平均値 :134.48 ± 10.7°）に対して術前屈曲可動域（平
均値 :130.48 ± 11.7°）（rs=0.48）、術前伸展可動域（平均値 :-5.32 ± 5.4°）（rs=0.42）、
抜釘時 JOAスコア総合点（rs=0.45）、抜釘時 JOAスコア小項目の疼痛・歩行能力
（rs=0.41）と正の相関、抜釘時 JKOM小項目Ⅱ（rs=-0.40）と負の相関が認められた。

【まとめ】
今回の結果より、術前の可動域制限が大きいと術後にも制限が残存することが確認
された。それに加えて、歩行能力獲得の程度や活動時の疼痛の程度が抜釘時の可動
域を向上させる因子になることが示唆された。

【倫理的配慮】
本研究は、ヘルシンキ宣言の規定に従い実施した。

高位脛骨骨切り術後患者における抜釘時屈曲可動域に影響を
及ぼす因子の検討

〇臼木 優香（1）

1：社会医療法人社団熊本丸田会 熊本整形外科病院 運動器リハビリテーション科

15
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【はじめに】
脳卒中片麻痺患者に対するリハビリテーション（以下リハ）において、下肢装具療
法は高い治療効果のエビデンスが示されているが、その学習は個人の理学療法士
（以下 PT）に委ねられている現状がある。
今回、院内教育の質向上を図ることを目的として、当院 PTに対し下肢装具療法に
関する意識調査を行ったため、その結果を報告する。

【倫理的配慮】
当院倫理委員会の承認を得て実施した

【対象と調査期間】
対象：当院 PT65 名
調査期間：2018.6.18 ～ 2018.6.20

【方法】
・調査内容
　経験年数／脳卒中リハの下肢装具療法に関する evidence-based-medicine（以下
EBM）の学習の程度／下肢装具療法に関する知識の有無／下肢装具療法に関する
知識が不足している理由／他
・統計処理
　各設問の回答の関係性をスピアマンの順位相関係数にて調査

【結果】
経験年数は1～3年目19名、4～6年目16名、7～9年目10名、10年目以上20名、
EBMの学習の程度は「あまり学習していない」との回答が 63%と過半数で経験年
数を問わず学習の程度は低かった。下肢装具療法の知識は 48%の PTが「あまり
持っていない」と回答し、その理由は「学習する機会がない」が最も多かった。各
設問の回答の関係性では「EBMを学習している PT程下肢装具療法の知識を持っ
ている」傾向にあった。

【考察】
半数近くの PTが装具療法に関して知識がないと感じており、また知識をつける機
会がないとの回答も多かったことから、当院での装具療法に関する教育には見直し
が必要であると思われる。また、教育を進める上では教育に携わる経験豊富な PT
が EBMを深く学習し、それを伝えていくことが重要ではないかと考えられた。

片麻痺患者への下肢装具療法に関する当院理学療法士の
意識調査

〇佐竹 亮（1），森川 大貴（2）

1：熊本託麻台リハビリテーション病院 リハビリテーション部
2：熊本託麻台リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【目的】
地域包括ケア病棟では早期の自宅退院が求められる．先行研究では排泄が自宅退院
の予測因子であるという報告があるが，散見される程度である．そこで，今回排泄
自立度と自宅復帰率の関連性を検討した．

【対象】
2018 年 1 月１日から同年 3月 31 日までに地域包括ケア病棟に入棟した患者 109 名
（平均年齢 82.6 ± 11.9 歳．女性 71 人）とした．

【方法】
カルテより，性別，年齢，入棟時・退棟時のFIM運動項目・認知項目，排尿点数，
排便点数，介助者の有無，入院前の生活場所，退院先を調査した．排泄コントロー
ルが6点以上を排泄自立群，5点以下を非排泄自立群とし，群間比較を行った．また，
自宅退院と関連する因子を相関分析及び logistic 回帰分析を行い検討した．

【倫理的配慮】
当院の倫理規定に従い承認を得た．

【結果】
排泄自立群は 57 人，非排泄自立群は 52 人だった．群間比較では，自宅復帰率に有
意差を認めた（排泄自立群 31 人，非排泄自立群 8人（p＜ 0.01））．性別・介助者
の有無・入院前生活場所では群間での有意差は認められなかった．相関分析では，
年齢・入退院時の FIM運動項目・認知項目・入退院時の排泄コントロールに相関
が認められた（p＜ 0.01）．logistic 回帰分析では，退院時のFIM認知項目（OR：1.16），
排泄コントロールを除いた退院時 FIM運動項目（OR：1.09）が独立して関連して
いた（p＜ 0.01）．

【考察】
排泄自立群は非排泄自立群に比べ自宅復帰率が高かった．しかし，排泄自立度は自
宅復帰の独立した予測因子ではなかった．その為，自宅復帰には排泄だけでなく他
の因子も考慮する必要がある．

地域包括ケア病棟における排泄自立度と自宅復帰率の関連

〇原田 里恵（1），宇野 勲（2），渡 孝輔（2），松本 庄平（2）

1：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部
2：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【目的】
当院回復期リハビリテーション病棟から自宅復帰可能であった重症脳血管疾患患者
の特徴を捉え，どのような要因が自宅復帰を可能にするかを明らかにする．

【対象】
平成 28 年 4 月から平成 30 年 4 月までに当院回復期病棟を退院されており，日常生
活が重度に障害されているFIM運動項目 50 点以下の患者 32 名を対象とした．

【方法】
対象患者の年齢・介護度・FIM・認知機能・家屋環境・同居家族数を調査し，自宅
宅復帰群と施設・転院群に分けて比較した．

【倫理的配慮】
使用するデータはヘルシンキ宣言の趣旨に則り実施し、利益相反に関する開示事項
はない．

【結果】
年齢は施設群に比べ自宅群優位に低値を示した（P≦ 0.05）において、FIM（運動
項目）両群間で差を認めなかったが，FIM（認知項目）は施設群に比べ自宅群にお
いて，有意に高値を示した（P≦ 0.05）同居家族数± 1.6・家屋環境は差を認めた．

【考察】
結果から，年齢・認知機能・同居家族数・家屋環境に差を認めた．今回の結果から，
重症患者の自宅復帰に関しては，病院で介入困難である元々の生活環境が重要であ
る．同居家族は平均 3人以上となっており，主介助者の負担を減らす為にもそれを
サポートする介助者が必要だと考えられる．家屋環境に関しても，自宅復帰群は全
て自宅改修が可能な持ち家となっており，自宅での介助量を住宅改修にて軽減させ
ていると考えられる．上記項目を評価した上で，家族に必要なサービスや動作指導
等の対応策を説明し，ゴール設定を行うことが必要である．

回復期リハビリテーション病棟における自宅復帰可能であった
重症脳血管疾患患者の臨床的特徴

〇中西 航平（1）

1：熊本桜十字 リハビリテーション部

－ 41 －
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【目的】
当院回復期病棟において入院患者の多い三大疾患（脳血管障害：以下 CVA、大腿
骨頸部骨折、脊椎圧迫骨折）を対象とし、実績指数「37」の基準を在院日数以外に
各運動FIM項目が影響を及ぼしていないか明確化していくため。今回の調査から、
今後病棟での新たな取り組みや見直しを行うことで、実績指数「37」を満たせるよ
うなリハビリテーションの介入、また病棟と更なる連携強化を図るための一助とす
ることを目的とした。

【方法】
対象は平成29年 4月 1日～平成30年 3月 31日までに当院回復期リハビリテーショ
ン病棟に入院した三大疾患（CVA39 名、大腿骨頸部骨折 19 名、脊椎圧迫骨折 14 名、
男性 25 名、女性 47 名、平均年齢 81.1 ± 10.8 歳）とした。三大疾患それぞれを実
績指数「37」以上の群と実績指数「37」未満の二群へ群分けし、入棟時から 1ヵ月
毎に退棟時までの各運動FIM項目の経時的な変化についてMann-Whitney の U検
定を用いて比較した。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に沿ったものであり、対象者に説明と同意を得た。

【結果】
CVA患者において 1ヵ月目清拭、更衣（下半身）項目に有意差を認めた。大腿骨
頸部骨折において 1ヵ月目更衣（上半身）、更衣（下半身）、浴槽・シャワー移乗に
有意差を認めた。脊椎圧迫骨折において 1ヵ月目排便コントロールに有意差を認め
た。その他の各運動項目に有意差は認められなかった。

【考察】
今回、入棟時から 1ヵ月目において有意差を認められる項目として更衣動作が特に
重要であることが考えられる。入院早期から更衣動作（上半身、下半身）に着目し
監視レベル以上へ能力を向上させることで、実績指数「37」以上への可能性が示唆
された。そのためには、リハビリ時のみだけでなく、病棟と連携し朝一更衣動作か
ら始め、入浴前後の更衣動作も他職種協働の下実施していく事が必要不可欠である。

当院回復期病棟における FIM利得と全国平均、実績指数を比較して
～質の高いリハビリテーションを提供するために今後病棟での新たな取り組みや見直しを～
〇吉永 直樹（1），黒土 達也（2），岡村 剛志（2），横田 大作（2），中野 信也（3）

1：御幸病院 リハビリテーション部
2：御幸病院 理学療法士

3：みゆきの里 在宅総合支援センター 理学療法士
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【目的】
全身性炎症は生命予後に関連することが知られているが、脳卒中における知見は乏
しい。本研究では脳卒中回復期患者の全身性炎症と骨格筋量、機能的予後との関連
について検討した。

【方法】
2 年間（2015-2016 年）に当該病棟に連続入院した脳卒中患者を対象とした後ろ向
きコホート研究。発熱や急性感染症の患者は除外した。全身性炎症はAlb と CRP
を組み合わせたmodified Glasgow Prognostic Score（mGPS）で評価した。体組成
分析（InBodyS10）による骨格筋量（SMI）、日常生活動作（FIM運動項目）、栄養
状態（MNA-SF）、摂取エネルギー・蛋白質、合併症、握力、病前自立度、等を調
査した。単変量解析、多変量解析を用いてmGPS と SMI、退院時 FIM運動項目と
の関連を調査した。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り、対象者から十分な説明の上の同意を得た。データ
抽出後、集計分析した後個人情報を除去し、院内倫理委員会の審査を経て承認を得
た。また、演題発表に関連し開示すべき利益相反関係にある企業はない。

【結果】
解析対象者は 204 名（男性 109 人，年齢 73.6 ± 12.3 歳）で、脳梗塞 127 名、脳出
血 62 名、クモ膜下出血 15 名。mGPS の中央値 1（0-1）、SMI の 6.1 ± 1.3㎏ /m2、
FIM運動項目の中央値は入院時 33（15-57）、退院時 77（48-87）、入院期間の中央
値 117（72-154）日であり、mGPS が高いと SMI、握力が低かった（p<0.05）。年
齢、性病型、入院時 FIM、栄養状態、合併症、握力、病前自立度で調整した多重
回帰分析ではmGPS は SMI と関連し（β =－ 0.246，p<0.001）、さらに入院期間
を追加した多重回帰分析ではmGPS は退院時 FIM運動項目と関連していた（β=
－ 0.186，p=0.049）。

【考察】
全身性炎症は脳卒中回復期患者の骨格筋量および機能予後と独立して関連してい
た。今後は脳卒中回復期患者の全身性炎症の把握と全身性炎症を軽減する包括的な
対策（リハビリテーション＋栄養療法＋薬物療法）が必要であると示唆される。

全身性炎症は脳卒中回復期の骨格筋量や機能的予後に関連する

〇備瀬 隆広（1），白石 愛（2），工藤 舞（3），嶋津 さゆり（3），濵田 雄仁（4），長野 文彦（1），
松岡 達司（1），河﨑 靖範（1），槌田 義美（1），吉村 芳弘（5）

1：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法科
2：熊本リハビリテーション病院 歯科 歯科衛生士

3：熊本リハビリテーション病院 栄養科 管理栄養士
4：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部　言語聴覚科 言語聴覚士

5：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション科 医師
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【はじめに】
現在核家族世帯が増え、介護負担を担う高齢夫婦が増加傾向にある。理学療法士が
退院に向けて調整する際、家族の介護負担は大きな要素であり、それを客観的に評
価している例は少ないと考える。今回、それに対し、介護負担に対する不安点を項
目別に評価する認知的介護評価を実施し、評価に基づいた家族指導を行い、自宅退
院に至った例について Zarit 介護負担尺度を用いた経時的な介護意欲の変化を交え
てここに報告する。なお、本報告はヘルシンキ宣言に基づき説明を行い、同意を得
ている。

【症例情報】
70 代　妻と二人暮らし　HDS-R：20 点　要介護 3
現病歴：脳梗塞　合併症：糖尿病・認知症　need：家に帰りたい。

【妻情報】
70 代　要支援 2　need：家で面倒をみたいが施設も考えている。
認知的介護評価：精神的不安が他項目より高値を示した。
Zarit 介護負担尺度：初期評価（61 点）→　最終評価（37 点）

【経過】
入院時より＜①介助法の指導や現状＞についての説明を行っていたが、介護意欲の
改善には至らなかった。認知的介護評価において妻の精神的不安が強いことが分
かった為、＜②障害の予後や将来の生活調整＞について説明を行ったところ介護意
欲に大きな改善がみられた。再度①を行った結果、24 点の介護負担尺度の改善を
認め自宅退院となった。

【考察】
対応として①のみで改善がみられなかった理由として、本事例は現在の問題点より
も将来の状況について不安を抱いていたことが考えられる。今回、認知的介護評価
において介護不安点を項目別に抽出した結果、②の対応に至り、介護意欲が改善し、
第一不安要素が軽減したことで、①による家族指導の効果が増大したと考えられる。
今回のように介護者の不安感が強い場合でも、様々な方法で不安要素の抽出を行い、
対応を図ることで、早期退院の一助となるのではないかと考える。

介護負担評価に基づく家族指導の一例

〇中村 祐太（1），池田 祐太郎（2），大脇 秀一（2）

1：医療法人 朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター
2：医療法人 朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター 理学療法士
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【はじめに】
本症例は、転倒受傷を契機に左大腿骨転子部骨折の診断を受け、骨接合術を施行し
た。現在の主訴は歩行時の左膝関節痛である。膝関節痛に対する Red flag の可能
性は低いとし、歩行時痛軽減を目的に介入し、即時的に歩行時痛の軽減を認めたた
め以下に報告する。

【症例紹介】
80 歳台、女性。受傷機転は、下肢更衣動作時の転倒。術後に認めていた左大腿外
側部痛は軽減傾向だが、受傷前より認めていた歩行時の左膝関節痛が増悪したとの
訴えあり。左変形性膝関節症（以下、膝OA）の既往あり。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に測り、本人の同意を得た。

【評価とリーズニング】
主観的評価：歩行時に左膝内側部痛を認め、歩行距離延長にて症状増悪する。歩行
時痛のNRS：5-6 程度の鋭痛。客観的評価：X線；内側裂隙の狭小化あり。熱感、
腫脹なし。圧痛所見；膝内側部に認め、内側膝蓋支帯と判断した。ROM；左膝関
節伸展 -5°。左足関節背屈制限はないが、足関節外反位にて行う。MMT（右 /左）；
大腿筋膜張筋（4/3）、後脛骨筋（4/3）。左膝内反ストレステスト；laxity あり。歩
行分析；image J を用い角度算出を行い、荷重応答期から立脚中期にかけて下腿外
側傾斜は 9°であった。リーズニング：大腿筋膜張筋と後脛骨筋の筋力低下および
膝内反方向への laxity が下腿外側傾斜の要因と考えた。その結果、外部膝関節内転
モーメント（以下、KAM）が増加し内側膝蓋支帯へのメカニカルストレスにより、
侵害受容性疼痛が出現していると考えた。

【介入内容と結果】
後脛骨筋の求心性収縮、大腿筋膜張筋の遠心性収縮促通を実施した。結果は、
NRS2-3 の鋭痛へ軽減、下腿外側傾斜は 4°へ軽減を認めた。

【結論】
膝OA、術後の筋力低下によるKAM増加が膝関節痛増悪因子と考えられる。その
ため、病歴の時系列的把握は重要であると考える。

左大腿骨転子部骨折術後に、同側膝関節の歩行時痛を認めた症例
～外部膝関節内転モーメントに着目して～

〇岩崎 麟太郎（1），山田 智和（2）

1：医療法人 外山胃腸病院 リハビリテーション科
2：医療法人 外山胃腸病院 リハビリテーション科 理学療法士
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【はじめに】
今回、両側同時受傷した両大腿骨転子下骨折の症例を担当した。両側同時受傷はま
れであり、先行報告は渉猟した中で１例のみであったが、比較しながら今回スムー
ズに退院できた要因を検討報告する。本人にヘルシンキ宣言に基づく同意を得た。

【本症例紹介】
70 代女性。元ADL自立。帽子が飛ばされ追いかけて転倒し、両大腿骨転子下骨折
受傷。受傷後 5日目観血的整復固定術（LongGammaNail）両側同時に施行。術後
14日目～115日目まで超音波骨折治療施行。術後9週で 1/3荷重、10週で 1/2荷重、
11 週で全荷重開始。荷重開始時期に仮骨形成、退院時に骨癒合得られた。骨萎縮
なし。YAM値 74.58。骨減少症診断。

【先行症例紹介】
80 代女性。元ADL 不明。施設トイレで転倒、両大腿骨転子部骨折受傷。受傷当
日に右、7日目に左大腿骨骨折判明し左大腿骨骨接合術施行。免荷期間不明。術後
120 日目で起立訓練まで。施設退院。BMD記載ないが、骨粗鬆症診断。

【リハビリ方針】
主治医より免荷期間長期化の情報あり、廃用予防目的に術後よりベッド上自主訓練
を指導。早期離床が行えるよう、Push-Up 動作による車椅子移乗訓練実施。荷重開
始後は積極的に荷重・歩行訓練実施。

【結果】
術後大きな筋力低下なく、疼痛もほぼ自制内。術後 4週目より車椅子、PWC移乗
訓練開始。車椅子 7週、歩行車 10 週、一本杖 14 週で自立、術後 121 日目で杖自宅
退院。退院後も外来リハ継続し、現在独歩、家事、外出、自動車運転自立。

【考察】
荷重開始後の早期歩行獲得ができた理由として、リハビリ時間以外での自主訓練を
挙げる。筋力訓練や動作練習を指導し、頻回に訪室することで意欲的に自主訓練が
継続できた。その結果筋力、動作能力が維持され、歩行自立できたと考える。先行
報告と比べ早期退院が図れ、免荷期間のリハアプローチの重要性を感じた。

同時受傷した両大腿骨転子下骨折の一症例
～先行症例との比較と早期退院要因の検討～

〇前川 直也（1），新穂 大輔（2），宮嶋 純知（2）

1：国保水俣市立総合医療センター リハビリテーション技術科
2：国保水俣市立総合医療センター リハビリテーション技術科 理学療法士
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【はじめに】
今回、転倒により右大腿骨頸部骨折を呈し、人工骨頭置換術を施行した症例を担当
する機会を得た。本症例は体幹筋力低下により代償動作や動揺を認めていた。また
口頭指導や動作訓練等では効果が乏しい状態であり、体幹機能向上を目的に腰部固
定帯を装着した結果、代償動作や動揺の減少を認め、着脱直後も効果の持続が得ら
れたためここに報告する。

【症例】
73 歳女性。糖尿病の既往。受傷前の ADL は自立。Manual Muscle Test（以下
MMT）は体幹屈曲 3、体幹回旋 2、股関節屈曲 2、股関節外転 2。Active Straight 
Leg Raise（以下ASLR）は体幹の動揺著明、主観的な感想として下肢が挙げにく
いという訴えがあり。10m 歩行は 15 秒 5。片脚立位は右側 2 秒 2、左側 6 秒 8。
Functional Reach Test（以下 FRT）は 15.0cm。

【方法】
腰部固定帯装着前、装着時、着脱直後の 3パターンにおいて、MMT、ASLR、10
ｍ歩行、片脚立位、FRTの 5項目を評価。

【倫理的配慮】
本発表は、当院の倫理審査委員会の承認を得て実施している。

【結果】
腰部固定帯装着中のMMTは股関節屈曲 4、股関節外転 3。ASLR は体幹の動揺が
軽減し、下肢が挙げやすいという感想に変化。10m歩行は 13 秒 3。片脚立位は右
側 3秒 4、左側 6秒 4。FRTは 22.0cm。着脱直後のMMTは股関節屈曲 4、股関節
外転 4。ASLR は体幹の動揺著明で、下肢が挙げにくいという訴えあり。10m歩行
は 10 秒 6。片脚立位は右側 2秒 7、左側 9秒 5。FRTは 25.0cm。

【考察】
腰部固定帯の腹腔内圧上昇効果により弱化した体幹筋の作用を代償し、腰部 - 骨盤
帯の安定性が向上することで、下肢の筋出力等の向上に繋がったと推察する。また、
装着中よりも着脱直後に歩行速度等の向上を認めた。装着中に体幹機能を使用した
状態での動作に対するフィードバック機構が働き、着脱直後も無意識下で体幹機能
を使用する運動戦略が可能となったことが今回の結果に繋がったと考える。

腰部固定帯の装着および着脱直後に動作能力が向上した右大
腿骨頸部骨折受傷後の一症例

〇坂井 邑后（1），亀坂 路子（2），今田 道生（2），木村 友貴（2），中川 翔太（2），鶴田 豊（3），
山口 祐二（3），平井 康裕（3）

1：鶴田病院 リハビリテーションセンター
2：鶴田病院 リハビリテーションセンター 理学療法士

3：鶴田病院 医局 医師
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【はじめに】
今回，第一腰椎圧迫骨折を呈した症例を担当する機会を得た．一般的に，圧迫骨折
発症後の痛みは 1ヶ月以降で軽快に向かうとされるが，本症例は強い腰部痛を持続
的に認めた．器質的な痛みに加え，痛みの心理的要因にも着目し介入したため，考
察を加え以下に報告する．

【症例紹介】
80 歳代女性．入院前ADLは自立．転倒により第 1腰椎圧迫骨折を受傷し，38 病
日目に当院入院．性格は頑固で運動意欲低い．

【初期評価（39病日目）】
叩打痛：（－），NRS は腰部痛：8/10，恐怖心：9/10．FIM は 99 点（運動 64 点，
認知 35 点）．行動変容スケールは無関心期であった．起居動作で最も痛みと恐怖心
を認め「怖くて起き上がれない」と訴えが頻回．動作は脊柱起立筋群の過剰収縮に
より頭頸部・体幹の伸展が観察された．痛みを感じると強い離床拒否を示す．

【理学療法プログラム】
痛みに対する教育的介入，下肢・体幹エクササイズ，動作訓練

【最終評価（95病日目）】
NRS は腰部痛：4/10，恐怖心：0/10 と減少を認めた．FIMは 111 点（運動 76 点，
認知 35 点），行動変容スケールは実行期に改善した．起居動作は自立となり，頭頸
部・体幹の屈曲・回旋を利用した円滑な動作を獲得できた．また，軽微な痛みが出
現しても運動への拒否なく，自主訓練も意欲的に取り組むようになった．

【考察】
痛みに対する過度な恐怖心は実質的な痛みを修飾し，不活動性を招く要因とされる．
今回，痛みの原因や痛みが出現する動作の詳細な説明，痛みが出現しない状況下で
の頻回な動作訓練等を中心に介入した．近年，痛み患者に対する教育的介入の有用
性が示されており，本症例においても身体機能に対する介入に加え，教育的な介入
が恐怖心を減じ，ADL拡大や運動行動の変容に寄与した可能性がある．本症例を
通し，痛みを捉える際は，心理的要因など包括的に評価していく重要性を感じた．

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき，症例には十分な説明を口頭で行い，同意を得た．

腰椎圧迫骨折後、腰部痛が遷延化し日常生活動作の獲得に難
渋した一症例　～痛みに対する教育的介入に着目して～

〇大仁田 彩（1），猿渡 竜馬（2），藤井 廉（2），西村 隆文（2）

1：武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部
2：武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【はじめに】
近年、介護保険制度の見直しにより通所リハビリ（以下通所）での PTによる個別
介入時間は限られてきている。特に要支援者ではその影響が大きく介入できる時
間は短い。そのため能力を維持・向上させる運動は利用者個々の自主訓練に委ね
ている場合が多い。しかし自主訓練を継続しているにも関わらずADLが低下して
いく利用者を目にする。そこで本研究では自主訓練として機能訓練を継続し筋力、
ADLへの影響を検証する事とした。

【対象・方法】
当院の通所を週 2 回利用中の要支援者の中から男性 2 名・女性 11 名を対象とし
た。対象者を運動群 6名（77.7 ± 10.0 歳）、対照群 7名（81.7 ± 5.5 歳）に分類し、
運動群のみ座位にて足関節直上にセラバンドを巻いた膝屈伸運動を週 2回× 12 週
間実施した。負荷量はボルグスケール（以下 Borg.）を用いセラバンドの色を変
更する事で調節した。両群とも膝伸展筋力、5m歩行、片脚立位保持時間、ADL、
IADLを 0 週目と 12 週後で評価し比較した。統計処理はWilcoxon の符号付き順位
検定を使用し有意水準は 5%未満とした。

【倫理的配慮】
本研究にあたり対象者には説明と同意を得た。

【結果】
評価項目全てにおいて両群ともに有意差を示さなかった。（P＜ 0.05）膝伸展筋力
では運動群で向上傾向がみられた。

【考察】
運動群で有意差を示さなかったのは負荷量が不十分であった事が考えられる。運動
実施後のBorg. を確認すると運動指導時よりも自主訓練時で低値を示していた。こ
れは指導した運動方法を自主訓練で維持できていなかった事が考えられる為、負荷
量の意識付けが重要である事が予想される。有意差を示す程ではなかったものの運
動群で筋力向上傾向がみられた事から、筋力維持程度の効果は示唆された。本研究
ではADLへの影響は確認されなかった。12 週間と短期間であった為ADLの変動
という観点では更に長期間経過を観察する必要があると思われる。

通所利用者における機能訓練が筋力・ADLへ及ぼす影響

〇磨田 祐志（1），三田 真平（2）

1：西日本病院 総合リハビリテーション部
2：西日本病院 総合リハビリテーション部 理学療法士
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【はじめに・目的】
重複疾患を有した症例に対し退院支援を行うなかで、効果的な立位バランス訓練の
提供に難渋する経験がある。本年度より当院では、磁気刺激を用い筋への刺激を加
える治療機器、Pathleader（IFG 社製）が導入された。磁気刺激は電流刺激に比べ、
筋への刺激時に痛みや不快感が軽減されており、当院の高齢患者に対しても受け入
れは良好である。そこで今回、自宅退院を目指す症例に対し、Pathleader を使用し
た際の立位バランスへ与える影響を検討した。

【対象と方法】
80 歳代女性。腰部脊柱管狭窄症により立位保持や歩行に制限が生じている症例で
ある。刺激は腹臥位で両側下腿三頭筋に対し 20 回× 5 セット、運動療法後に週 5
日の頻度で 2週間実施した。刺激強度は筋の収縮が確認され、不快感のない最大
値（強度 70％、頻度 20Hz）とした。検討項目は、磁気刺激前後の重心軌跡長、矩
形動揺面積、BBS（Berg balance scale）、下腿周径（最大・最小）、TUG（Timed 
Up and Go Test）、MMTとした。

【結果】
矩形動揺面積や重心軌跡長や BBS にて刺激前と比較し、刺激後の改善傾向が認め
られた。下腿周径やMMTに変化は認めていない。

【考察】
磁気刺激による、下腿三頭筋への促通効果が、運動療法後の状態において、即時的
ではあるが矩形動揺面積の減少に繋がる結果となった。従って、運動療法とは別の
効果が示唆される可能性があり、コンディショニングとして用いることで、立位保
持に制限があるような症例に対しても、効率の良い運動療法が提供できると考えら
れる。しかし一症例での検討となったので、今後は刺激部位別の比較や介入期間、
症例数を拡大し検討していきたい。

【倫理的配慮】
本研究は当院倫理審査委員会の承認を得て実施し、対象者には本研究の説明を行い
同意を得た。また、利益相反に関する開示事項はない。

重複疾患症例に対する磁気刺激治療による立位バランス能力へ
の即時的効果　～症例検討を通して見えてきた効果と課題～

〇高田 未夢（1），宇野 勲（2），渡 孝輔（2），松本 庄平（2）

1：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部
2：医療法人桜十字 桜十字病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【はじめに】
糖尿病患者に対し有酸素運動は有効だが、脊柱管狭窄症（LSS）を併発し間欠性跛
行（IMC) が出現した場合、運動は制限される。今回、反重力トレッドミル（AlterG）
を使用し免荷歩行にて長時間の有酸素運動が可能となり血糖管理が図れた症例を経
験した為報告する。

【対象】
48 歳男性。LSS の手術予定だったが HbA1c 高値で延期、血糖管理目的で入
院。IMC 出現の為 100 ｍ程の歩行で休憩が必要となる。入院時、体重 113.6kg、
HbA1c10.6%、空腹時血糖値 351mg/dl である。

【方法】
AlterG で免荷率 60%、歩行速度 5、傾斜 5と設定し開始する。運動時間は 20 分以
上とし、Borg Scale11 ～ 13 の運動強度で実施。その後は身体評価に基づき設定を
調整し実施した。

【倫理的配慮】
対象者に対し個人情報保護と倫理的配慮に関して文章で説明し同意を得た。

【結果】
AlterG により IMC出現が緩やかになり長時間・長距離歩行が可能となる。有酸素
運動が可能となった事で 3か月後には免荷率を 50 ～ 55%まで軽減、使用時間は当
初 20 分で歩行困難となっていたが、現在は 50 分～ 1時間の歩行が可能で走行も可
能となった。体重 98.5kg、Hba1c7.0%、空腹時血糖値 127 mg/dl と改善がみられた。

【考察】
本症例は IMC出現の中、如何に有酸素運動を行うかが重要であった。荷重下の腰
部脊柱管狭窄は黄色靱帯肥厚が主な原因で、荷重量と LSS 症状は相関がある。よっ
てAlterG を用いた事で LSS 症状は軽減し歩行が延長したと推測する。また血糖管
理に重要な有酸素運動は、筋力向上や筋肉への血流増加によるインスリン抵抗性改
善からの血糖低下効果がある。今回はAlterG による免荷歩行が LSS に対する有効
性と糖尿病に対する有酸素運動の有効性の双方に働いた事で有意義な結果をもたら
したと考える。

脊柱管狭窄症を併発した糖尿病患者に対し免荷歩行にて血糖
改善が図れた一症例

〇野中 大和（1）

1：くまもと成仁病院 リハビリ部
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29 入院経過と共に認知機能の低下を認めた圧迫骨折患者に対する社会参加へ向けたア
プローチ ～タイムスケジュールの導入と他者とのコミュニケーションに着目して～

〇竹下 香織（1），出本 智也（2），藤井 廉（2），西村 隆文（2）

1：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部
2：医療法人田中会 武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部 理学療法士

【はじめに】
今回，第 8胸椎圧迫骨折を呈した症例を担当する機会を得た．本症例は圧迫骨折に
よる機能・能力障害の改善は比較的良好であったが，安静臥床に伴う健忘症状を中
心とした認知機能の低下を認めた．今回，生活環境の設定に着目し介入したため，
以下に報告する．

【症例紹介】
80 代女性，入院前生活は独居でADL自立レベル，公民館での行事参加など他者と
の交流が多い生活を送っていた．

【経過及び理学療法プログラム】
初期評価：HDS-R28 点，背部痛NRS 7/10，FIM運動 43 認知 31
中間評価（1か月）：HDS-R26点（遅延再生に減点），背部痛NRS 3/10，10m歩行10秒，
FIM運動 67 認知 27
中間評価（2か月）：HDS-R22 点（遅延再生に減点），背部痛NRS 1/10，10m歩行 8.2
秒，FIM運動 73 認知 27
2 週目以降で離床許可が出たものの，この時点で健忘症状が出現し，時間管理の困
難さを認めた．通常のリハビリテーションに加え，タイムスケジュールを導入する
ことで病棟生活での離床を促進し，併せて病棟レクリエーションの参加も促した．
病棟内自立となった時点で同室患者と共同での自主トレーニングを導入し，他者と
のコミュニケーションおよび身体活動量の増加を図った．

【結果】
最終評価：HDS-R30 点，背部痛 NRS 0/10，10m歩行 7秒，FIM運動 78 認知 29
最終評価時点で健忘症状は軽減し，タイムスケジュールや自主トレーニングの実施
なども自己管理で可能となった．自宅退院となり，退院前と同等の生活を送る運び
となった．

【考察】
本症例は，病前は活動性の高い生活を送っていたが，安静臥床を強いられたことで
健忘を主とした認知機能低下が生じたと推察した．他者とのコミュニケーションや
身体活動量の促進は認知機能の改善に有効とされており，本症例でも同様の効果を
示し，円滑に自宅復帰を果たすことができたと考える．

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき，症例には十分な説明を口頭で行い，同意を得た．
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【はじめに】
今回，左膝蓋骨骨折を受傷し保存療法を選択された症例を担当した．我々は本症例
の歩容に対して，膝関節の機能障害と二次的な体幹アライメント変化に着目し，理
学療法プログラムを立案した．その治療効果について，三次元動作解析装置を用い
て検証したため，ここに報告する．

【症例紹介】
80 代女性．入院前は独歩，ADLは全て自立．発症後 9週目より独歩での歩行訓練
を開始．

【初期評価（Rt/Lt）（9週目時点）】
膝関節可動域：145/140°，膝伸展筋力：114.7/103.9N，歩行評価：ステップ長
14.9/19.0cm，重心移動距離（左右）4.77/5.00cm，歩容は左荷重応答期において膝
関節が前後への動揺を示し，体幹が軽度前傾，右側屈・回旋する．また，右脊柱起
立筋の高緊張により，体幹の分節的な動きが乏しく，上肢の腕振りが少ない．

【理学療法プログラム】
パテラモビライゼーション，パテラセッティング，体幹に対するストレッチポール
エクササイズ（以下，SPe），歩行練習

【結果（10週目時点）】
膝関節可動域：145/145°，膝伸展筋力：112.8/104.9N，歩行評価：ステップ長
18.7/22.2cm，重心移動距離（左右）4.85/4.91cm，歩容は左荷重応答期における膝
関節の前後動揺，体幹前傾，右側屈・回旋位が減少した．また，上肢の腕振りにも
増加がみられた．

【考察】
本症例は膝伸展筋力低下により左荷重応答期に機能的な膝関節屈曲を発揮できず，
代償的に体幹前傾、回旋を過度に強めることで前方への重心移動を補完していると
考えた．その結果，二次的に右脊柱起立筋が過緊張となり，左右への重心移動パター
ンの非対称性を誘発したと思われる．膝関節に対する介入により立脚期での下肢安
定性が得られ，加えて，SPex により脊柱起立筋の柔軟性が改善されたことで，左
右重心移動パターンが対称化，ステップ長が延長したと推察された．

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき，症例には十分な説明を口頭で行い，同意を得た．

膝蓋骨骨折患者の歩行能力改善に向けたアプローチ
～三次元動作解析装置を用いた効果判定～

〇前田 聡一郎（1），西村 隆文（2），藤井 廉（2），出本 智也（2）

1：武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部
2：武蔵ヶ丘病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【目的】
自発性作話を呈する症例との会話から、自己意識の変化を確認することができた。
この自己意識の変化に伴い、生活の質の改善、特に基本的欲求における意思疎通の
改善を認めたため、ここに考察を加えて報告する。

【倫理的配慮】
当院倫理委員会の承認を得た。

【症例】
88 歳女性。右前頭葉から頭頂葉の皮質下出血。同日開頭血種除去術施行（50ml）。
既往に認知症。発症から 2週間経過したのち当院へ転院。

【経過】
入院時の FIM19 点。「今朝はそこの道を歩いてきた」「ご飯の準備ばせなん」など
一方的に発話され、会話は成立しなかった。1か月ほど経過すると、自分の左手を
見ながら「だいぶ、すかばれちきたもんな」と認識することができたが、見てい
ないところでは「ぬっかけんバナナの柔なった」と左手をバナナと認識することも
あった。退院時のFIM28 点。車いす上で 3食経口摂取となった。「私はどうしてこ
うなったんだろうか。急に不自由して不自由して」と病識を認める発言も増え、左
手に関しては「こっち（右手）はしっかり、こっち（左手）はうすーく」と左右差
も認識できるようになった。家族との会話も配慮は必要だが可能となり、排泄の欲
求も訴えることができるようになった。ADL全般において介助する際に声掛けす
ることで協力動作が得られるようになり、介助量は軽減した。

【考察】
自己身体の認識の変化に伴い、介助量は軽減し、意思疎通も図りやすくなった。部
分的ではあるが自己意識が改善したことにより、他者や周囲の環境、さらに自分自
身について認識できる場面が増え、欲求の訴えや介助動作時の協力など、他者との
相互関係を築くことが出来たと思われる。今後は多くの症例を通して自己意識と生
活行為の関係性を明らかにしていきたい。

自発性作話症状を呈する患者との会話から考える自己意識の変化

〇足立 祐紀（1）

1：熊本託麻台リハビリテーション病院 リハビリテーション部
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【はじめに】
混合出血を呈し在宅復帰を目指すも、予測した回復に遅延が生じ十分に在宅復帰を
見据えたADL訓練を行えなかった症例を経験したので報告する。

【対象者】
60 歳代女性。左視床・被殻出血。構音障害、右側片麻痺・感覚鈍麻、半側空間無視、
運動性失語、感情失禁。

【経過】
介入前期（発症～ 3ヶ月）
Brunnstrom recovery stage（以下 Brs）: 上肢Ⅱ　手指Ⅱ　下肢Ⅱ　BI:0 点
弛緩性麻痺により、リクライニング車椅子にて出棟。入院 5日目、回復期病棟入棟。
長下肢装具作成し、早期に起立・歩行訓練実施。家族より家屋状況を聞きつつ、機
能訓練を開始。
介入後期（4ヶ月～ 6ヶ月）
Brs: 上肢Ⅲ　手指Ⅱ　下肢Ⅳ　BI:50 点
車椅子自操にて出棟。入院後 145 日目で家屋調査に行くが、家族情報と違いあり。
上り框等が問題となる。退院への不安あり、訓練中に涙ぐむ。要介護３認定。
退院時 :（7 ヶ月）
Brs: 上肢Ⅲ　手指Ⅱ　下肢Ⅳ　BI:65 点
入院後 184 日目退院。ADL動作訓練と身体機能訓練を行うが、段差昇降等のADL
訓練が十分に行えず退院。

【倫理的配慮、説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき対象者に対し、個人情報保護と倫理的配慮に関し説明し同
意得た。

【考察】
予測した回復に遅延が生じ、リハビリ期限に追われ、機能訓練・生活訓練でどちら
を優先すべきか難渋した。同時に患者の精神的不安定を招き、また介入すべき家屋
調査のタイミングを外し、苦労した。早期から家族の情報を元に家屋状況を視野に
入れ生活動作訓練も取り組んでいたが、実際に調査を行うと情報に違いがあり、実
用性のあるADL訓練まで到る事ができなかった。この経験より様々な回復状況に
応じた対応力と経験や評価に基づく予後予測、回復段階に応じた適切な患者への説
明、さらに患者だけでなく在宅生活を見据えたより密な家族との情報共有の重要性
を学んだ。

遅延した機能回復により家屋調査に難渋した１症例

〇上妻 なるみ（1）

1：くまもと成仁病院 リハビリ部
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【目的】
脊髄損傷（以下脊損）患者に対する治療法は明確にされていない中、残存機能を最
大限に発揮させ社会復帰に導くように治療し援助することが重要であり、脊損受傷
時から退院時にかけ専門的・包括的な関わりが必要である。当院では平成 26 年 2
月より医師・看護師・理学療法士・作業療法士・医療ソーシャルワーカーで脊損専
門チームを立ち上げ、医療連携を密に行い包括的な治療・退院支援を実施してきた。
今回、当院での活動内容と傾向、課題と今後の展望について報告する。本研究は当
院の倫理委員会にて承認を得て実施した。

【活動内容】
連携病院へ事前訪問、脊損カンファレンスの実施、脊損クリティカルパス作成、脊
損チーム勉強会、学会への参加　等

【傾向】
自宅退院可能となった症例は全体の 41％で入院時改良フランケル分類 CDレベル
の症例が主に自宅退院可能となっている。自宅退院群と非自宅退院群を比較すると
自宅退院群は入院時から退院時における FIM値増加量は平均 50,3 に対し自宅退院
以外群は平均 11,8 と大きく差がみられている。退院時の移動形態に関しても自宅
退院群は杖歩行または独歩獲得し退院している症例が多くみられたのに対し自宅退
院以外群は車椅子レベルでの退院が多い傾向にある。

【課題・今後の展望】
医療連携、チーム活動を行っていく中で患者家族に対する障害受容へのアプローチ
不足と院内全体の協力体制が必要という点が課題として見えてきた。当院の傾向か
ら入院時における改良フランケル分類の値や入院中の FIM増加具合によって退院
時移動形態の選定や退院先決定の予測を行う因子となると考えた。引き続き継続し
てデータを取り、ラポール形成具合や障害受容についても傾向を追うことで心理的
な観点からも脊損患者に適した退院支援が可能になると考える。

脊髄損傷疾患に対する医療連携とチーム活動

〇宮崎 卓也（1），木下 夏美（2），川越 綾華（2），吉川 恵里（3），野田 周資（2），大脇 秀一（2）

1：医療法人朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター
2：医療法人朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター 理学療法士
3：医療法人朝日野会 朝日野総合病院 総合リハビリテーションセンター 作業療法士
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【目的】
近年、リハ栄養の重要性は数多く報告され、低栄養患者は適切な栄養評価を行いリ
ハビリテーション（リハ）を行う必要がある。低栄養の原因には侵襲、悪液質、飢
餓があり、当院は急性期専門病院として手術（侵襲）を行う患者は、NSTチーム
が介入している。理学療法士は、手術後の全身状態を確認し早期離床から社会復帰
に向けての身体機能向上に努めている。今回、手術後のエネルギー過不足率（摂取
カロリー /エネルギー必要量× 100）を把握する事が診療の一助となるか検討した。

【対象と方法】
2017.9 ～ 2018.4 に全身麻酔下で手術を行ない、手術前後で筋性指標（下腿周径、握
力、CS-30）、持久力指標（6MWD）の評価を行った 58 例を対象とした。手術後 2
週目のエネルギー過不足率を算出し、low 群（75%未満）、high 群（75%以上）の
2群に分類した。2指標の手術前に対する手術後の回復率を算出し比較した。また、
手術後在院日数を比較した。

【倫理的配慮】
本研究は当院の倫理委員会の承諾を得ている（第 18-06 番）

【結果】
筋性指標は有意差を認めなかった。持久力指標では low群：97.6%（45.1-173.0）よ
りも high 群：108.4%（70.0-217.0）の方が有意に回復率は高かった。手術後在院日
数は low群：40日（15-102）よりもhigh群：20.5 日（13-74）が有意に短い結果であった。

【考察】
今回用いた筋性指標では手術前後での変化が乏しく、手術後の短期的な筋肉量・筋
力の変化を評価するには適していなかった。しかし、エネルギー過不足率の改善は、
全身持久力向上、早期社会復帰の一因となる可能性は示唆された。今後もNSTチー
ムでは、継続して周術期の栄養とリハの関係性を追及していきたい。

周術期消化器外科症例のエネルギー過不足率と運動機能の
関係について
〇小林 道弘（1），清田 大喜（2），岩下 知裕（2），荒川 広宣（2），槌野正裕（2）

1：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科
2：大腸肛門病センター高野病院 リハビリテーション科 理学療法士
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【目的】
パーキンソン病患者に対してのペダリング運動は、下肢の促通や血圧の上昇に効果
がある事が報告されている。また、足こぎ車椅子は、Neuromodulation により反射
的に起こるペダリング運動が、原始的歩行中枢を刺激し、移動しながら景色が変わ
るため、空間認知機能への刺激や、運動主体性の獲得などが期待できる車椅子であ
る。
そこで、当院入院患者に対し、足こぎ車椅子を使用しての変化等を検証した。

【症例紹介】
対象者は、パーキンソン病を発症した 80 歳代男性。Hoehn&Yahr の Stage. Ⅳ～Ⅴ
に位置している。2017 年に当院障害者病棟に入棟。ベッド上安静時の血圧は安定
しているも、端坐位や離床を行うと血圧低下が見られている。また、距離感把握が
難しく、座位や移乗時の過介助の一因となっていた。

【方法】
介入方法として、大和ハウス工業株式会社：足こぎ車椅子（以下COGY）を 2週間、
リハビリ時に使用。血圧変動、介助量の変化を計測した。

【倫理的配慮】
この研究は、当院倫理委員会の承認を得て行い、対象者には事前に趣旨を説明し了
承を得た。

【結果】
血圧低下の防止、ベッドから車椅子間やトイレへの移乗時の介助量の軽減を認めた。
また、自発的な活動意欲の向上も見られた。

【考察】
COGYの使用により、繰り返しの下肢運動によって、骨格筋ポンプを働かせたこ
とによる静脈還流量の増加等が、血圧低下の防止につながったと考えられる。血圧
の低下がなく離床を行え、操作が簡便なことで、短時間で操作を習得でき、移動の
達成感の獲得や、自操を行ったことで、空間認知に影響を与えたことが、距離感の
修正に繋がり、これらが本人の意欲の変化に関与したと考えられる。
今回の結果から、パーキンソン病患者に対して、足こぎ車椅子の使用に効果がある
ことが示唆された。しかし、効果検証を今後も継続していく必要があると考える。

パーキンソン病患者に対する足こぎ車椅子使用の効果検討
～一症例への継続した使用を通して～

〇山鹿 健司（やまが　たけし）（1）
1：水前寺とうや病院 リハビリテーション部
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【はじめに】
小脳性運動失調（以下：運動失調）に対するリハビリテーションは、弾性緊縛帯や
重錘負荷などを用いた運動療法が推奨される。しかし、運動失調患者の示す多様な
現象に対し、どの運動療法を選択するべきか臨床上判断に迷う。今回、運動失調患
者に対し運動療法を選択する際に、三次元動作解析装置を用いた評価を試みたため、
以下に報告する。

【症例紹介】
70 代男性、右小脳梗塞発症。評価はMMT上下肢ともに４+レベル、体幹筋３レ
ベル。失調は踵膝試験、脛叩試験ともに右側に若干の拙劣さを認め、躯幹失調検査
は stage Ⅱであった。歩行はwide base の歩容を呈し、FIM4 点レベルであった。

【方法】
測定は三次元動作解析装置Kinema Tracer&reg ;（キッセイコムテック社製）を用
い、左右の立脚期時間の時間的因子および動揺性の指標として前額面における重心
の移動量から矩形面積を算出した。測定条件は通常歩行条件、下肢の重錘負荷条件、
体幹の弾性緊縛帯条件の 3条件とした。

【結果（Rt /Lt）】
通常歩行条件では立脚期時間 0.712/0.685（sec）、矩形面積 464.9（mm2）、重錘負
荷条件では立脚期時間 0.619/0.698（秒）、矩形面積 356.4 （mm2）、弾性緊縛帯条件
では立脚期時間 0.718/0.703（sec）、矩形面積 295.1（mm2）であった。

【考察】
弾性緊縛帯条件において、立脚期時間の延長、矩形面積の減少を認めた。これは本
症例の体幹優位の運動失調に対し、弾性緊縛帯による体幹筋への感覚情報入力が歩
行安定性に寄与した結果と考えられる。本結果を踏まえ我々は、体幹に対する弾性
緊縛帯を用いた歩行訓練を運動療法として選択した。三次元動作解析装置による客
観的な歩行評価指標を用いることは、運動療法を適切に選択する上で有用であると
思われた。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき、症例には十分な説明を口頭で行い、同意を得た。

運動療法を選択する際に三次元動作解析装置による客観的指
標を参考にした小脳梗塞の一症例

〇深内 祐太朗（1），梅田 幸成（2），藤井 廉（2），西村 隆文（2）

1：医療法人田中会 武蔵ケ丘病院 リハビリテーション部
2：医療法人田中会 武蔵ケ丘病院 リハビリテーション部 理学療法士
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【目的】
脳卒中片麻痺患者に対する歩行時の介助法として麻痺側からの介助が臨床場面では
実践されている。筆者は、10 年前脳出血を発症し、リハビリテーションを経験し
たが、感覚障害がある麻痺側からの介助に不安を感じていた。そこで今回、客観的
に捉えにくい感覚障害に対して私が感じている現状を報告する。

【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に則り、院内倫理委員会の審査を経て承認を得た（承認番
号 30-8）。

【症例提示】
19 歳男性。平成 21 年 12 月脳出血を発症し急性期病院へ入院、翌年 1月回復期リ
ハ病院入院。
1）回復期リハ病院入院時評価
　 　右片麻痺、ブルンストロームステージ（Brs）Ⅴ - Ⅳ - Ⅴ、感覚は触覚鈍麻
（4/10）、痛覚鈍麻（7/10）、深部感覚（異常）。機能的自立度評価表（以下 FIM）
98 点。歩行時は、感覚が認識出来ない麻痺側から介助されていても、一人で歩
いているようで不安に感じた。

2）経過
　 　1 か月後、Brs Ⅴ - Ⅴ - Ⅵ、感覚は著変なし。FIM120 点。歩行時は、下肢の振
り出し方向や接地に不安があり、視覚的フィードバックを用いていた。

　 　4 か月後、Brs Ⅵ - Ⅵ - Ⅵ、感覚は著変なし。FIM126 点。歩行時は、「右足だ
け沼地を歩いているような感じ」であった。

【考察】
臨床現場で、セラピストは患者が麻痺側からの介助を認識しており、バランスを崩
すリスクの高い麻痺側から介助するという慣習通りに訓練を進めている。しかし、
患者は不安から充分なパフォーマンスを出せていない可能性がある。この経験から、
感覚障害を呈する患者の介助方法は、患者の不安感に影響を与えることがあると考
える。実際に生活期の患者で非麻痺側からの介助を依頼されたことがある。その為、
患者自身の感じ方を確認した上で、非麻痺側から介助することを検討する必要があ
るのではないかと考え、今後症例を通して調査する。

感覚障害を有する脳卒中片麻痺患者の歩行介助位置について

〇西野 剛史（1），緒方 美湖（2），松岡 達司（2），河崎 靖範（2），槌田 義美（2），
山鹿 眞紀夫（3）

1：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法科
2：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション部 理学療法士

3：熊本リハビリテーション病院 リハビリテーション科 医師
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【目的】
免荷式リフト POPO（以下 POPO）は歩行困難な状態であっても早期から歩行訓練
が行え、下肢交互性の運動が可能である事から効率的な運動学習へとつながる可能
性が示唆されている。今回、脳出血を発症し、右身体失認を呈したが発症後早期よ
り POPOを使用し、歩行能力が改善した症例を経験したので以下に報告する。

【症例提示】
50歳代男性。左被殻出血、視床穿破。右片麻痺・右身体失認。発症後6日に当院入院。
右半身の感覚検査は中等度鈍麻。Br.Stage: 上肢Ⅱ、手指Ⅱ、下肢Ⅱ。自画像によ
る身体図式不良。平行棒内歩行は重介助レベル。麻痺側膝折れあり。

【経過】
週 7回介入。平行棒内歩行において膝折れや躓きがあるが無視して歩行され、重介
助を要す状態。介入 20 日後、下肢の支持性向上に伴い POPOでの歩行訓練を開始。
負荷設定は 20 分、免荷量 15 ｋｇ～ 20 ｋｇ。初期より歩容は悪かったものの、免
荷しハーネスで吊る事により 30 ｍ程度の介助歩行が可能。介入 24 日後、直線的で
あれば歩容は改善し、下肢交互性の歩行が介助を要せず可能となる。

【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき書面にて説明を行い同意を得た。

【考察】
身体失認を呈した状態での歩行は、麻痺側の不使用により立位困難や、歩行を開始
してもバランスを崩し転倒する危険性が高く早期からの介入が困難となる事が多
い。POPO使用にて免荷された状態ではあるが早期から歩行を行う事により、荷重
下での運動と体性感覚及び視覚情報の統合が生じ、実施する毎に身体所有感は高ま
り歩行能力向上につながったと考える。今後も歩行訓練を継続する事で動的歩行に
基づく感覚統合により、歩行能力向上だけでなく、身体失認の改善に結びつくので
はないかと考える。

身体失認を呈する脳卒中患者に対し免荷式歩行器にて歩行能
力改善がみられた１症例

〇西山 隆司（1）

1：くまもと成仁病院 リハビリ部
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【はじめに・目的】
川村義肢社製のGait Judge System（以下 GJS）は、歩行時の足関節底屈モーメント、
足関節角度、筋電図による筋活動を評価できる機器である。
今回右被殻出血を発症した症例に対し GJS で評価し、足関節ロッカー機能に着目
した理学療法を行ったため、以下に報告する。

【症例紹介】
症例は 56 歳男性、右被殻出血による左片麻痺を呈し、下肢運動麻痺は BRSⅣ、感
覚麻痺は重度鈍麻～脱失であった。高次脳機能障害は失語と失行、注意障害がみら
れた。

【方法】
発症から 113 病日に GJS で評価し、理学療法介入後の 145 病日に再評価を行った。
GJS で 1 本杖歩行中の 1歩行周期の時間、麻痺側足関節底屈モーメント（踵接地時：
1st ピーク、蹴り出し時：2nd ピーク）、足関節角度を算出した。
対象症例に研究の目的と個人情報の保護について説明し、同意を得た。

【結果】
113 病日では、1歩行周期の時間は 1.4 秒、1st ピークは 1.2Nm、2nd ピークは 0.5Nm
であった。足関節角度は踵接地後に急に背屈し、その後停滞しながら背屈しており、
1歩行周期中の角度変化は 4.5°であった。145 病日では、1歩行周期の時間は 1.2 秒、
1st ピークは 6.3Nm、2nd ピークは 4.7Nmであった。足関節角度は踵接地後に底屈
し、その後停滞せずに背屈しており、角度変化は 5.1°であった。

【考察】
113病日では、1stピークと2ndピークがいずれも小さく、ヒールロッカー機能とフォ
アフットロッカー機能が低下していると考えた。また、踵接地時に膝折れが生じ、
足関節が背屈した後の角度変化が小さいため、アンクルロッカー機能が低下してい
ると考えた。理学療法介入は、麻痺側股関節伸展位でのステップ練習と踵接地を意
識した速歩練習を中心に実施した。145 病日には底屈モーメントが増大し、立脚期
にスムーズな足関節底背屈がみられて角度変化も増加しており、足関節ロッカー機
能が改善したと考えた。

右被殻出血後に足関節ロッカー機能改善を目指した一症例
～Gait Judge Systemによる評価を用いて～

〇内田 裕（1），田中 康則（2），野口 大助（2），三宮 克彦（2），森 麗（3）

1：熊本機能病院 総合リハビリテーション部
2：熊本機能病院 総合リハビリテーション部 理学療法士

3：熊本機能病院 脳神経内科 医師
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編集後記

　今回、熊本市東ブロック主催にて、第 22 回熊本県理学療法士
学会を開催する運びとなりました。本学会誌を皆様にお届けする
ことができ、大変うれしく思います。

　近年の本学会では、地域包括ケアシステムの構築に代表され
る、医療機能の分化・強化・連携の推進を勧めている情勢の中で、
一昨年に「参画」をテーマに地域包括ケアシステムに参画してい
く必要性を、昨年に「変容」をテーマに多職種との関りや新制度
に向けて自己の変容の必要性を提起してきました。そこで、今年
はそれらの流れを受け「今こそ実践のとき」と自ら行動を促す意
味でテーマを「GO」としています。様々な知識・技術・考え方
を得た先に、それを行動に移すきっかけになることを期待してい
ます。
　今回の講演では「4秒筋トレの理論と実践」「医療職種のため
のビジネスマナー講習」「在宅生活における動きのコツの教え方」
の三つを企画しています。何れも、これから私たちが参画してい
く事業や多職種と連携・協同する場面において、即実践に活かせ
る術を学べる機会となることでしょう。
　また、学会運営も情勢の変化に伴った参画・変容へ行動を起こ
すべく、開催時期の変更や学会抄録集の電子化などの実践を始め
ました。今後、さらに皆様が参加し満足して頂ける学会への発展
の一助となることを願っています。

　最後に、本学会の講演や座長を快くお引き受けいただきました
先生方をはじめ、準備をしていただいた会員の皆様、賛助会員様
のご協力で開催できますことを深く感謝申し上げます。

学会準備委員一同
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